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１ 調査目的                                              

我が国の在留外国人が平成２年末の約１０８万人から令和元年度末の約２９３万人となるとともに，平成２

年には約６万人だった日本語学習者数は，平成３０年１１月には約２６万人と大幅に増加しており，その学習

目的も多様化している。このような状況に適切に対応した日本語教育施策の展開が求められている。 

このため，国内における外国人に対する日本語教育について多様な視点から総合的に調査・分析し，今後の

日本語教育の在り方を検討する上での基礎資料を作成する。 

令和元年度は，文化審議会国語分科会日本語教育小委員会において，日本語教師の日本語教育能力の判定に

ついて議論されていることから，それに関連して，大学（大学院含む。以下同じ。）や短期大学を対象とし

て，日本語教師養成課程の実態について調査し，現状を把握することを目的とする。 

主な調査の観点は，日本語教師養成課程の内容，担当教員の背景，通信による日本語教師養成課程の実態と

する。 

２ 調査内容                                              

２－０ 有識者会議の設置 
 本調査研究の遂行にあたっては，日本語教育に関する研究者等によって構成される有識者会議を設置し

て，審議を行いながら進めた。有識者会議構成委員は以下のとおり。 

【有識者会議委員】 

インターカルト日本語学校 学校長 加藤 早苗氏 

日本国際教育支援協会  日本語試験センター  
試験開発グループリーダー併任作題主幹  

川端 一博氏 

広島大学大学院 教育学研究科 教授  永田 良太氏 

文化外国語専門学校 副校長  西村 学氏 

人間文化研究機構 国立国語研究所 
日本語教育研究領域 教授 

野田 尚史氏 

２－１ 大学や短期大学で行われている日本語教師養成課程の実態に関するアンケート調査 
（１） 「日本語教師養成課程の有無」に関する予備調査 

 実施期間：令和元年８月１日～１１月１８日 

 対象：国内大学（大学院を含む）及び短期大学の内「日本語教師養成課程の有無が不明」の 

大学５９０機関，短期大学３３５機関，計９２５機関 

＊Ｗｅｂサイト等，公開情報にて確認できた「日本語教師養成課程を有しているとあらかじめ想定

される」大学・短期大学への予備調査は実施していない。 

 方法：ｅメールによる調査票の発送（一部郵送による調査票の発送）及び回答票回収を原則とする。 
 回収数：大学４６０機関（回答率７８．０％），短期大学１８４機関（回答率５４．９％） 

 調査項目：  

i. 「日本語教師養成課程」の有無について 

ii. 「日本語教師養成課程」が「無」の場合の今後の養成課程設置の可能性について 

iii. 「日本語教師養成課程」が「有」の場合の具体的な「日本語教師養成課程」に関する関連情報

について 
 

（２） 「日本語教師養成課程を有すると想定される」大学・短期大学に対する本調査 

 実施期間：令和元年９月２日～１２月２７日 

 対象：国内大学（大学院を含む）及び短期大学の内「日本語教師養成課程を有すると想定される」大学

及び短期大学計１９２機関 

 方法：ｅメールによる調査票の発送及び回答票回収を原則とする。 

 回収数：１８６機関（回答率９６．９％），２９３養成プログラム 
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 調査項目：  

i.  日本語教師養成課程の基本事項 

（機関種別，通学・通信制の別，実施部署，名称，設置年度，定員，養成・研修講座の種別，

修了に必要な単位数，修了要件）について 

ii. 通信制養成課程について 

（通信教育の授業方法，受講期間，学習状況の把握方法，質問への回答方法，学習評価方法） 

iii. 教育実習について 

（実施状況，授業見学や教壇実習等を実施する場所，教壇実習の授業対象，「教育実習」を実

施していない場合はその理由について） 

iv. 平成３０年度担当教員数（常勤・非常勤別）について 

v. 平成３０年度の主たる担当教員のプロファイルについて 

（職位，研究領域，日本語教師養成課程担当科目数，外国人に対する日本語教育経験の有無，

日本語教師養成課程・４２０単位時間以上の日本語教師養成・研修等の受講歴について） 

vi. 平成３０年度日本語教師養成課程・講座の受講者数について（出身国・地域別） 

vii. 平成３０年度日本語教師養成課程・講座修了者の進路について 

viii. 「日本語教師【養成】における教育内容（３領域５区分１６下位区分順５０の必須の内容）」

への対応状況について 
 

２－２ 通信による日本語教師養成課程を有する大学等に対するヒアリング調査 
 実施期間：令和元年８月２９日～１０月３０日 

 対象：通信による日本語教師養成課程を有する大学・短期大学３機関 

具体対象機関及び応対者は以下のとおり（機関名；五十音順）。 

 

 愛知産業大学短期大学 通信教育部 

 通信教育部長／国際コミュニケーション学科長 教授 

 国際コミュニケーション学科日本語教育コース担当 准教授 

 事務室長 

 

 大手前大学 通信教育部 現代社会部 現代社会学科 

 通信教育部長／現代社会学部 教授 

 現代社会学部 教授 

 通信教育部事務室 課長代理（室長代行） 

 通信教育部事務室 課長代理  

 通信教育部事務室 担当 

  

 創価大学 通信教育部 

 文学部学部長 教授 

 文学部 教授 

 文学部 教授 

 日本語・日本語文化教育センター 副センター長 准教授 

 通信教育部 大学事務局主事 事務長 

 通信教育部 教務課 課長 

 通信教育部 教務課 副主任 

 

 方法：訪問聞き取り調査 
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３ 調査結果概要                                           

３－１ 日本語教師養成課程を有する大学・短期大学に対するアンケート調査結果*1 

３－１－１ 「日本語教師養成課程」の基本情報について 

（１） 日本語教師養成課程を提供する機関種別プログラム割合 
日本語教師養成課程の機関種別割合は，大学が８７．４％，大学院１１．９％，短期大学０．７％。 

図 1 日本語教師養成課程を提供する機関種別プログラム割合＊2

 

（２） 「通学制」「通信制」養成課程の別 
日本語教師養成課程のほとんどが通学制プログラムとなっており，通信制課程を有する大学は３校のみ
（１．０％）。 

図 2「通学制」「通信制」養成課程の別 

 

（３） 設置年度 
養成課程全体の７１．４％は２０１０年以前に設置。 
 

図 3  設置年度 

 

                         
*1 「n」: サンプル数を示す。以下同じ。 

*2 比率：比率はすべて百分率で表し、小数点以下第２位を四捨五入して算出した。そのため、比率の合計が１００％にならない 

ことがある。以下同じ。 
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（４） 定員 
日本語教師養成課程を実施しているプログラム全体のうち，３２．１％が定員を設定。 
 

図 4  定員 

 

（５） 養成課程修了に必要な単位数 
「日本語教育に関する科目の単位を２６単位以上修得すること」を必須要件とするプログラムが 
８６．０％。 
 

図 5 養成課程修了に必要な単位数*3 

  

                         
*3 日本語教師養成(420 単位時間以上): 科目等履修生制度，社会人向け講座として提供するプログラム 
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３－１－２ 「日本語教師養成課程」における「教育実習」について 

（１） 「教育実習」の実施状況 

「テスト・宿題の作成」を除き，教育実習関連内容は概ね８０．０％以上の機関で実施。 

 
図 6「教育実習」の実施状況＊4 

 

 

（２） 授業見学や教壇実習等を実施する場所並びに外部依頼の場合の依頼方法 
「専攻・学科・研究科内部の既存クラスで実施」が６０．８％，次いで「【外部依頼】専攻・学科・研
究科で依頼」が５５．０％。 
 

図 7 授業見学や教壇実習等を実施する場所並びに外部依頼の場合の依頼方法 

 
 

                         
*4「MA」: 複数選択可の設問。以下同じ。 

85.5
93.5

83.9 89.8

43.0

90.3

15.6
2.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

「
授
業
見
学
」

模
擬
実
習
・
教
壇
実

習
の
一
環
と
し
て
の

「
教
案
・
教
材
作
成
」

「
模
擬
実
習
」

「
教
壇
実
習
」

「
日
本
語
学
習
者
に

対
す
る
テ
ス
ト
・
宿

題
の
作
成
・
実
践
」

「
教
育
実
習
の
振
り
返
り
」

そ
の
他

左
記
の
い
ず
れ
も

実
施
し
て
い
な
い

MA,n=186
その他: 授業時間外の学習者との会話・サポート，地域日本語教室へのボランティア参加，

国外協定大学での国外実習，実習校の教員業務の手伝い，等

(％)

60.8

32.2

55.0

25.7

7.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

専
攻/

学
科/

研
究
科
内
部

の
既
存
の
ク
ラ
ス
で
実
施

専
攻/

学
科/

研
究
科
内
部
の

教
育
実
習
の
た
め
に
編
成
し

た
日
本
語
の
ク
ラ
ス
で
実
施

【
外
部
依
頼
】

専
攻/

学
科/

研
究
科
で
依
頼

【
外
部
依
頼
】

教
員
が
個
人
的
に
依
頼

【
外
部
依
頼
】

受
講
生
が
個
別
に
依
頼

MA,n=171

(%)



7  

（３） （２）で外部に依頼する場合，実習費用支払いの有無 
外部に依頼する場合，４５．４％が実習費用を支払っている。 
 

図 8 外部依頼の場合の実習費用支払いの有無 

 

（４）  教壇実習の授業対象 
教壇実習対象は，「高等教育機関の留学生に対して」が７１．３％，次いで「海外の高等教育機関」。 

 
図 9  教壇実習の授業対象 

 
 

３－１－３ 「日本語教師養成課程」における１大学当たりの２０１８年度「主担当教員数」  
について 

主たる担当教員数６名以下の割合は，５８．３％。 
 

図 10  １大学あたり常勤・非常勤教員数 
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３－１－４ 「日本語教師養成課程」における１大学当たりの２０１８年度「主担当教員の   
プロファイル」について 

（１） 職位 
主たる担当教員の職位は「教授（５６．２％）」「准教授（２７．６％）」「講師（９．０％）」と  
続く。 
 

図 11 主たる担当教員の職位 

 

 

（２） 外国人に対する日本語教育経験の有無 
外国人に対する日本語教育経験のある主担当教員は６７．８％。 
 

図 12 外国人に対する日本語教育経験の有無 

 

 

（３） 日本語教師養成課程・研修等の受講歴 

「日本語教師養成課程卒業・修了」が３４．３％，次いで「日本語教育能力検定試験合格」が２９．２％。 

 
図 13 日本語教師養成・研修等の受講歴 
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MA,n=778 その他:民間の日本語教師養成講座，国立国語研究所日本語教育長期研修，４２０時間未満の日本語教師養成講座受講，等

(%)
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３－１－５ 「日本語教師養成課程」における２０１８年度の「受講者数」について 

（１） 大学学部・大学院合計（通学制） 
日本人学生が全体の９１．０％。 
 

図 14 大学学部・大学院合計（通学制） 

 
 

（２） 大学学部（通学制） 
学部においては，日本人学生が全体の９３．０％。 
 

図 15 大学学部（通学制） 

 
 

（３） 大学院（通学制） 
大学院においては，中国人学生が全体の４７．４％，次いで日本人学生が４４．６％。 
 

図 16 大学院（通学制） 
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日本 中国 ベトナム 韓国 台湾 その他
n= 12031人 その他 マレーシア，タイ，インドネシア，ミャンマー，ブラジル等

93.0 4.2

0.9

0.9

0.2

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本 中国 ベトナム 韓国 台湾 その他
n= 11533人 その他 マレーシア，インドネシア，ミャンマー，ブラジル，タイ等

47.4 44.6

2.0

1.0

1.0

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中国 日本 台湾 タイ ベトナム その他
n= 498人
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３－１－６ 「日本語教師養成課程」における２０１８年度の「修了者の進路」について 

（１） 大学学部（通学制） 
学部卒業生の進路の多くは一般企業となっている。 
 

図 17 大学学部（通学制） 

 

図 18 大学学部（通学制）日本語教師関連の内訳 

 

 

（２） 大学院（通学制） 
日本語教師関連が一般企業への就職者を超える状況。 
 

図 19 大学院（通学制） 

 

図 20 大学院（通学制） 日本語教師関連の内訳 

 

7.2 58.8 7.5 5.6

0.5

1.9

7.9 10.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語教師関連 一般企業 教員(日本語教育以外) 進学 ボランティア 有職者(現職教師，会
社勤務，公務員，等)

その他 不明

n= 2454人 その他: アルバイト，求職中，海外日本語教師になるため準備中，等

48.0 3.4 5.1 6.8 15.8 14.1 6.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内の日本語教師 （日本語学校） 国内の日本語教師 （専門学校）
国内の日本語教師 （小中高等学校等） 国内の日本語教師 （その他）
海外の日本語教師 知識を生かした仕事に就いている (国内)
知識を生かした仕事に就いている (海外)

n= 177人

26.0 19.5 4.8 6.8 3.8 6.8 32.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語教師関連 一般企業 教員(日本語教育以外) 進学 ボランティア 有職者(現職教師，会
社勤務，公務員，等)

不明 その他

n= 292人

22.4 14.5

1.3

2.6

1.3

19.7 26.3 11.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内の日本語教師 （日本語学校） 国内の日本語教師 （大学） 国内の日本語教師 （専門学校）
国内の日本語教師 （小中高等学校等） 国内の日本語教師 （その他） 海外の日本語教師
知識を生かした仕事に就いている (国内) 知識を生かした仕事に就いている (海外)n= 76人

その他: 就活中，等 
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３－１－７ 「日本語教師養成における教育内容（３領域５区分１６下位区分順５０の必須の  
教育内容）」への対応状況について 

「日本語教師【養成】における教育内容（３領域５区分１６下位区分順の必須の教育内容）（日本語教育
人材の養成・研修の在り方について（報告）改定版（平成３１年３月４日，文化審議会国語分科会））」
への対応状況については，「既に対応済み」が５２．２％，「現在検討中」が３７．１％。 
 

図 21 対応の状況 

 
 

52.2 37.1 2.2 7.5 1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既に対応済み 現在検討中 対応検討したができなかった 検討していない 無回答n=172
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３－２ 通信による日本語教師養成課程を有する大学等に対するヒアリング調査 

大学
名 

基本情報（単位修得方法,基本事項） 通信制課程の特徴 評価・学習状況の把握方
法等 

学生からの質問へ
の対応方法等 

教育実習について 必須の教育内容へ
の対応状況 

担当教員 在籍学生の状況 

愛
知
産
業
大
学
短
期
大
学 

通
信
教
育
部 

＜単位修得方法＞ 
 通信科目→レポートを提出して合格すると科目

終末試験受験が可能。科目終末試験合格により
２単位修得。 

 通信科目（ｅラーニング）→自宅で学習し，レポ
ートまたは小テストを提出して合格すると，科
目終末試験の受験が可能。科目終末試験合格に
より２単位修得。 

 面接（スクーリング）科目→会場で受講（原則３
日間）し合格すると２単位修得。 

＜日本語教師養成課程の基本事項＞ 
 ２０１８年の法務省「日本語教育機関の告示基

準解釈指針」の改正により，短期大学でも「日本
語教員養成課程修了証明書」の発行が可能とな
り，２０１９年より日本語教員養成課程を設置。 

 日本語教師養成課程に定員の定めなし。修了必
要単位数は２６単位。通信教育のみで実施。  

 通信学習のため基本は自宅学習。スクーリング
科目は，３日間で１５コマの授業を実施。近畿大
学と産業能率短大を参考に通信教育をスター
ト。  

 正科生は所定の６２単位以上を修得す
ると短期大学士の取得が可能。その後専
攻科にて大学３～４年教育に相当する
プログラムを修得することで，学位授与
機構の学位授与試験の受験が可能とな
り，合格すると学士号が授与される。 

 日本語教員養成課程設置後は，科目だけ
を履修する「科目等履修生」が増加。科
目等履修生の場合，日本語教員養成課程
修了証明書の取得が目的のため，５領域
の中から必修科目を含めて２６単位分
修得し，学士であることを証明できれば
日本語教員養成課程修了となる。 

 学士を取得，あるいは既に学士を取得し
ていれば，同学の日本語教員養成課程を
修了することにより，法務省告示校にお
ける日本語教員の採用基準を満たす資
格が得られる。 
 

 単位修得のため科目終末
試験合格が必要。 
 科目終末試験は試験会場
での受験と，「ＡＳＵ通教
オンライン」上での自宅
受験が可能。 
 学習状況の把握は，ｅラ
ーニングの場合，年度末
に成績一覧を出力して把
握。 

 科目等履修生は，卒業の
延長申請が可能。延長分
の年間の学費納入が必
要。 

 

 質問への回答方
法は，「ＡＳＵ通
教オンライン」，
メール等で実施。 
 スクーリング期
間中は授業時間
を使って回答。 

 

 教壇実習と模擬実習を実施。
教壇実習の修得を基本として
いる。いずれも３日間の演習
で，土日と翌週の土曜日に行
う。 
 教壇実習では３日目の午後に
外国人留学生を入れて実施。
教材は手作りとし，ＩＣＴ活
用は禁止。模擬実習ではＩＣ
Ｔを活用した教材も可能。 
 授業見学は，韓国にある日本
語学校で希望者のみ３日間実
施。 

 既に対応済みで
ある。 

 

 担当教師は常勤
の准教授１名以
外 に 非 常 勤 ４
名，計５名体制
で運営。 

 非常勤４名の内
２名がスクーリ
ング担当，残り
２名はレポート
のみ担当。 

 

 最も多い３～４０
代女性と，定年退職
者で二分される。 
 受講者は日本全国
からと，海外からの
受講者もいる。 
 日本語教育が目的
の学生数は２０１
８年度で７６名程
度と思われる。 

 

大
手
前
大
学 

通
信
教
育
部 

 

現
代
社
会
学
部 

現
代
社
会
学
科 

＜単位修得方法＞ 
 通信授業：教材とデジタル教材の併用学習 

履修登録→受講開始→確認テスト，課題等提出
→単位修得試験（Ｗｅｂ試験・レポート試験）
→合格→単位修得 

 メディア授業（ライブ型）：学修日時を指定し双
方向で授業指定の自宅等で，教員から直接受ける
授業履修登録→事前学修→オンライン学修（リア
ルタイム）→単位修得試験（事後学修・課題提出
等）→合格→単位修得 

 スクーリング（指定会場で教員より直接授業）履
修登録→事前学修→スクーリング→単位修得試
験（事後学修・課題提出等）→合格→単位修得 

＜日本語教師養成課程の基本事項＞ 
 通信制で４年制大学卒業の学士取得が可能。 

（卒業必要単位に日本語教師養成課程２７単位
を含むことも可能） 

 学士保有者は科目等履修生として日本語教員養
成課程の受講が可能。 

 オンラインの受講を主目的としているた
め，紙媒体の教材は補助教材として使用
するのみ。 

 ｅラーニングが一般的になり，空間と時
間にとらわれない良い部分を教育に生か
したい。オンラインとオフラインが融合
した新しい形の大学を構想。 

 教育実習以外の科目はオンライン学習の
みで修了可能。 

 法務省「日本語教育機関の告示基準」に
よる日本語教員資格の要件を満たすこと
ができる。 

 学習評価・状況把握は，Ｗ
ｅｂベースで提出された
課題をチェックして進行
状況を確認し，８コマ・１
５コマ終了時に単位修得
に関する試験を実施。 
 単位修得試験の回答を時
間内に行うことと，講義
視聴ログによる学習姿
勢，課題提出の内容を総
合して評価を行ってい
る。 
 単位修得試験は「レポー
ト」か，６０分の「ｗｅｂ
テスト」のいずれかで行
う。 
 授業終了時に「課題レポ
ート」と「確認テスト」を
毎回実施。 

 学生からの質問
は「ｅｌ－Ｃａ
ｍｐｕｓ」の「メ
ッセージ」機能
でテキストベー
スのやり取りを
行う場合と，直
接電話で専門ス
タッフがその場
で解決する場合
とがある。 

 授業に関する質
問は，必ず「メッ
セージ」機能を
用いてやり取り
するよう徹底指
導しており，大
学サイドはその
記録を残すよう
にしている。 

 教育実習は完全対面授業。日
本語学校での実習と，本学や
会場を借りてスクーリング形
式の実習とがある。１単位４
５時間，５日間コマ数２５コ
マ，最低年２回，春・秋に実
施。３クラス２０名を同時に
別の学校・施設を利用して行
う。 
 授業見学，教案作成，模擬実
習の実施，教壇実習の実施，
実習の振り返りを行ってい
る。 
 本学や会場を借りてのスクー
リング形式の場合，学生の決
めた単元について２１分くら
いの実施となる。 
 日本語学校での教育実習は１
週間連続で，概ね１５～２０
人程度のクラスで実習を行
う。 

 文化庁が提示し
た１６項目につ
いては網羅して
いるが，その後提
示された５０の
「必須の教育内
容」については，
あてはまってい
るかの検討作業
をこれから行う
ところである。 

 通学，通信それ
ぞれのメジャー
教員（主任教員）
を 別 個 に 配 置
し，各主任の方
針でカリキュラ
ム を 組 ん で い
る。 

 通信制において
は，非常勤の講
師にも担当を依
頼。 
教育実習は３名
の専任教員が中
心となり実習を
行っている。そ
れ以外の科目は
非常勤の教師が
指導を行ってい
る科目もある。 

 受講者数は，定員１
６５名中昨年度実
績９７名となる。 
 近年は２０代が２
割程度と若干入学
からコース修了ま
での基本情報増加
傾向。大半が２０
代，３０代，４０代
で，高齢者は比較的
少ない。 
 ６０代以降の学生
が少ないのは，パソ
コンを用いる完全
オンライン授業の
実施とも相関の可
能性がある。 
 有職者が７～８割
を占めている。 

創
価
大
学 

通
信
教
育
部 

＜単位修得方法＞ 
 自宅で学ぶテキスト学習 

レポート作成→提出→教員によるレポート添削
→レポート合格→試験会場で科目試験受験→科
目試験合格 
※レポートおよび科目試験に合格して単位を修
得 

 講義で学ぶスクーリング学習 
スクーリング受講申し込み→メディア授業受講
（５コマ）→学習報告書作成（１コマ）→スクー
リング会場で受講→最終日スクーリング試験に
合格して単位を修得 

＜日本語教師養成課程の基本事項＞ 
 ２０１８年に通信教育文学部に「日本語教師養

成課程」を設置。それ以前の教育学部での日本語
教師養成課程は通信教育部文学部で吸収し，現
在新規募集は同文学部のみとなっている。過度
期のため，通信教育部教育学部には過年度生が
在籍しているため，２０１９年度までは通信教
育部教育学部の日本語教員課程３年次編入を募
集要項に記載しているが，それ以降の新規募集
は行わない。 

 同学では，法務省入国管理局が定めた「日
本語教育機関の告示基準（第１条第１項
第１３号イ）」を満たした新基準カリキ
ュラムを設置しており，必要単位（４５
単位）を履修することにより，日本語教
師を目指すことが可能。 
 入学者定員は通信教育部文学部全体で７
５０名。通信制は４年制学部モデル，主
専攻副専攻の別はないが主専攻相当のも
のである。 
 同学の通信教育は「テキスト科目」「ス
クーリング科目」「自由選択科目」で構
成。 
 科目等履修生は日本語教師養成課程の科
目を一部履修はできるが，必要単位をす
べて履修することはできない。「教育実
習」科目を受講するのに様々な要件が必
要であり，カリキュラムも４５単位分と
して組んでいる。科目等履修生制度では
その受講は重く，現時点では対応できな
い。科目等履修生も「教育実習」の履修
ができないか検討中。 

 年７回実施される試験
で単位を修得する。 

 「テキスト科目」は全科
目，試験会場での受験。
受験資格として，事前に
定められた期日までの
レポート提出が必要。 

 「スクーリング科目」と
して「メディア授業（オ
ンデマンド）」を開設。
インターネット上です
べての授業を受講し，単
位修得が可能。メディア
授業（オンデマンド）の
最後に最終試験を自宅
で受験可能にしている。 

 「顔認証・顔確認」シス
テムを２０１９年度か
ら導入。ログインや試験
時の本人確認としてい
る。 

 

 質問等は基本的
には「通教学生
ポ ー タ ル サ イ
ト」を経由して
受け付けている
が，郵送でも受
け付けている。 

 

 初級レベル，中級レベルの教
育実習を行っている。 
いずれも対面授業は２日間，
１０コマ，１日５コマずつ。 

 初日１コマ目の授業で初級文
献の導入，中級文献の精読，
指導案について講義をする。
２コマ目から３～４名のグル
ープで教案，指導案作成，２
日目の朝から留学生に教壇実
習を実施。９コマ目までは授
業，９コマ目と１０コマ目の
間に修了試験を実施，１０コ
マ目はレポート対応が中心と
なる。対面の授業終了後に，
レポートとして指導案を作成
し提出することで単位を修
得。 

 教育実習は年３回実施。 
 

 同学のカリキュ
ラムは，以前文化
庁で示された指
針の段階から，充
実したカリキュ
ラムを組んでい
るため，新たに設
置が必要なもの
はなかった。 
ｌ３領域５区分
１６下位分順の
必須の教育内容
は全てに対応で
きている。 
 他大学と比較し
てスクーリング
科目が多く，半分
近くがスクーリ
ングになる。意欲
的に勉強しよう
とする人にはで
きるだけ応えた
い。 

 通学生の授業を
行いながら通信
生も指導する兼
任であり，関係
教員は全員兼任
となっている。 

 

 通信教育部文学部
初年度の１年次入
学者は１５０～２
００名。この内，海
外在住者は５７名。 
 編入学者は１００
名前後。 
 過去５年の入学時
年齢別構成では５
０，６０代（５０％
以上）が圧倒的多
数。３０代以下が４
０代以上より少な
い。有職者で地域貢
献や次の職業とし
て考える人が多い
印象。 
 男女比率は，女性７
６％,男性２３％で
女性が圧倒的に多
い。 
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Ⅱ 調査結果 
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１ 大学や短期大学で行われている日本語教師養成課程の実態に関するアンケート 調査結果 

 
本項では，大学や短期大学を対象として，日本語教師養成課程の実態について調査し，現状を把握するた

めに行ったアンケート調査の集計結果を報告する。 

１－１ 「日本語教師養成課程の有無」に関する予備調査結果 

「日本語教師養成課程の有無」に関する予備調査結果は以下のとおりである。 
なお，Ｗｅｂサイト等，公開情報にて確認できた「日本語教師養成課程を有しているとあらかじめ想定

される」大学・短期大学への予備調査は実施していない。 
 

１－１－１ 回答機関について 

予備調査の回答機関の種別は，大学院を含む大学が７３．２％，短大が２６．８％である。 

＊Ｗｅｂサイト等，公開情報にて確認できた「日本語教師養成課程を有しているとあらかじめ想定され

る」大学・短期大学への予備調査は実施していない。 

図 22 回答機関種別 

 

 

１－１－２ 「日本語教師養成課程」の有無について 

「日本語教師養成課程の有無が不明」の大学・短期大学に予備調査を実施した結果，大学では 
３．１％，大学院では７．０％が養成課程を有していることが判明した。これらの機関に対しては後

述する本調査への回答を依頼した。 
一方，大学のうち２．７％，短期大学の１．１％が養成課程を廃止している。 
 

＊Ｗｅｂサイト等，公開情報にて確認できた「日本語教師養成課程を有しているとあらかじめ想定され

る」大学・短期大学への予備調査は実施していない。 

図 23 「日本語教師養成課程」の有無 
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１－１－３ 「日本語教師養成課程」が無い場合の今後の養成課程設置の可能性について 

「日本語教師養成課程を有していない」と回答のあった大学・短期大学に対して今後の養成課程設置
の可能性について回答を求めたところ，大学の１．７％（７校），短期大学の０．５％（１校）が新規
に設置を検討中である。 

 

＊Ｗｅｂサイト等，公開情報にて確認できた「日本語教師養成課程を有しているとあらかじめ想定され

る」大学・短期大学への予備調査は実施していない。 

図 24「日本語教師養成課程」が無い場合の今後の養成課程設置の可能性 

 
 

１－１－４ 今後，日本語教師養成課程設置の可能性がある場合の具体的な設置時期について 

１－１－３で新規に日本語教師養成課程を検討している大学・短期大学に対して具体的な設置時期を
尋ねたところ，大学の５７．１％（４校）が「１年以内」と回答。 

 

＊Ｗｅｂサイト等，公開情報にて確認できた「日本語教師養成課程を有しているとあらかじめ想定され

る」大学・短期大学への予備調査は実施していない。 

図 25 今後，日本語教師養成課程設置の可能性がある場合の具体的な設置時期について 
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１－２ 「日本語教師養成課程を有すると想定される」大学・短期大学に対する本調査結果 

「日本語教師養成課程を有すると想定される」大学・短期大学に対する本調査結果は, 以下のとおりである。 

１－２－１ 「日本語教師養成課程」の基本情報について 
（１） 日本語教師養成課程を提供する機関種別プログラム割合 

本調査において回答のあった日本語教師養成課程の機関種別割合は，大学が８７．４％，大学
院１１．９％，短期大学０．７％となっている。 

図 26 日本語教師養成課程を提供する機関種別プログラム割合 

 

（２） 都市規模別日本語教師養成課程の開講機関状況 
都市規模別の機関状況を見ると，大都市圏での開講が７９．０％となっている。 

※大都市圏の「中心市」は，東京都特別区，政令指定都市および人口５０万以上の市と設定。 

図 27 都市規模別養成課程の開講機関状況 

 

（３） 大学規模別日本語教師養成課程の開講機関状況 
大学規模別の開講状況を見ると，大規模系大学（大学院含む）での開講が３０．６％，その他
の一般規模の大学（大学院含む）での開講が６８．３％となっている。 

※文科省・規模別大学一覧表（平成２９年５月１日現在），Ａ（８学部以上）の大学を大規模大学と定義。 

図 28 大学規模別養成課程の開講機関状況 

 

（４） 「通学制」「通信制」養成課程の別 
日本語教師養成課程のほとんどが通学制課程となっており，通信制課程を有する大学は３校の
み（１．０％）である。 

図 29「通学制」「通信制」養成課程の別 
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（５） 設置年度 
養成課程全体の７１．４％は２０１０年以前に設置されている。 
 

図 30  設置年度 

 

 

（６） 定員 
日本語教師養成課程を実施している課程全体のうち，３２．１％が定員を設定している。 
 

図 31  定員 

 
 

（７） 養成課程修了に必要な単位数 
「日本語教育に関する科目の単位を２６単位以上修得すること」を必須要件とする課程が  
８６．０％となっている。 
 

図 32 養成課程修了に必要な単位数 
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１－２－２ 「日本語教師養成課程」における「教育実習」について 
（１） 「教育実習」の実施状況 

「テスト・宿題の作成」を除き，教育実習関連内容は概ね８０．０％以上の機関で実施され
ている。 

 
図 33「教育実習」の実施状況  

 
 

（２）  授業見学や教壇実習等を実施する場所並びに外部依頼の場合の依頼方法 
「専攻・学科・研究科内部の既存クラスで実施」が６０．８％，次いで「【外部依頼】専攻・
学科・研究科で依頼」が５５．０％となっている。 
 

図 34 授業見学や教壇実習等を実施する場所並びに外部依頼の場合の依頼方法 

 
 

（３） （２）で外部に依頼する場合，実習費用支払いの有無 

外部に依頼する場合，４５．４％が実習費用の支払いを行っている。 
 

図 35 外部依頼の場合の実習費用支払いの有無 
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（４） 教壇実習の授業対象 
教壇実習の授業対象は，「高等教育機関の留学生」とする回答が７１．３％，次いで「海外の
高等教育機関」が４５．０％となっている 
 

図 36 教壇実習の授業対象 
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１－２－３ 「日本語教師養成課程」における２０１８年度の「主担当教員数」について 
（１） 担当教員の常勤／非常勤割合 

５５．７％が常勤教員となっている。 
 

図 37 担当教員の常勤／非常勤割合 

 
 

（２） １大学あたりの２０１８年度「主担当教員数」について 
主たる担当教員数６名以下の割合は，５８．３％となっている。 
 

図 38 １大学あたり常勤・非常勤教員数 
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１－２－４ 「日本語教師養成課程」における２０１８年度における「主たる担当教員の  
プロファイル」について 

（１） 職位 
主たる担当教員の職位は「教授（５６．２％）」「准教授（２７．６％）」「講師   
（９．０％）」と続く。 
 

図 39 主たる担当教員の職位 

 
 

（２） 外国人に対する日本語教育経験の有無 
外国人に対する日本語教育経験のある主担当教員が６７．８％を占める。 
 

図 40 外国人に対する日本語教育経験の有無 

 
 
（３） 日本語教師養成課程・研修等の受講歴 

「日本語教師養成課程卒業・修了」が３４．３％，次いで「日本語教育能力検定試験合格」 
が２９．２％となっている。 

 
図 41 日本語教師養成・研修等の受講歴 
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１－２－５ 「日本語教師養成課程」における２０１８年度の「受講者数」について 
（１） 大学学部・大学院合計（通学制） 

日本人学生が全体の９１．０％を占める。 
 

図 42 大学学部・大学院合計（通学制） 

 
 

（２） 大学学部（通学制） 
学部においては，日本人学生が全体の９３．０％を占める。 
 

図 43 大学学部（通学制） 

 
 

（３） 大学院（通学制） 
大学院においては，中国人学生が全体の４７．４％を占めている。 
 

図 44 大学院（通学制） 
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１－２－６ 「日本語教師養成課程」における２０１８年度の「修了者の進路」について 
（１） 大学学部（通学制） 

２０１８年度の学部卒業者の進路の多くは「一般企業（５８．８％）」となっている。 
 

図 45 大学学部（通学制） 

 

図 46 大学学部（通学制）日本語教師関連の内訳 

 
 

（２） 大学院（通学制） 
「日本語教師関連（２６．０％）」が，「一般企業（１９．５％）」への就職者を超える状況
となっている。 
 

図 47 大学院（通学制） 

 

 
図 48 大学院（通学制） 日本語教師関連の内訳 
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国内の日本語教師 （日本語学校） 国内の日本語教師 （専門学校）
国内の日本語教師 （小中高等学校等） 国内の日本語教師 （その他）
海外の日本語教師 知識を生かした仕事に就いている (国内)
知識を生かした仕事に就いている (海外)

n= 177人

26.0 19.5 4.8 6.8 3.8 6.8 32.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本語教師関連 一般企業 教員(日本語教育以外) 進学 ボランティア 有職者(現職教師，会
社勤務，公務員，等)

不明 その他

n= 292人 その他: 就活中，等

22.4 14.5

1.3

2.6

1.3

19.7 26.3 11.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国内の日本語教師 （日本語学校） 国内の日本語教師 （大学）
国内の日本語教師 （専門学校） 国内の日本語教師 （小中高等学校等）
国内の日本語教師 （その他） 海外の日本語教師
知識を生かした仕事に就いている (国内) 知識を生かした仕事に就いている (海外)

n= 76人
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１－２－７ 「日本語教師養成における教育内容（３領域５区分１６下位区分順５０の必須の
教育内容）」への対応状況について 

 
「日本語教師【養成】における教育内容（３領域５区分１６下位区分順の必須の教育内容）
（日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）改定版（平成３１年３月４日，文化
審議会国語分科会））」への対応状況については，全体の８９．３％が対応を進めつつある。 
 

図 49 対応の状況 

 

 

  

52.2 37.1 2.2 7.5 1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既に対応済み 現在検討中 対応検討したができなかった 検討していない 無回答n=172
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２ 通信制の日本語教師養成課程に関するヒアリング調査結果 

２－１ 愛知産業大学短期大学 通信教育部 
 
（１） 入学からコース修了まで基本情報 

入学日 年２回（４月・１０月） 
選考 書類選考のみ（必要に応じて面接あり） 
入学要件 インターネット環境があり，パソコン操作ができること（全科目ｅラーニングのため） 
単位修得方法 ①通信科目→レポートを提出して合格すると科目終末試験受験が可能。科目終末試験

合格により２単位修得となる。 
②通信科目（ｅラーニング）→自宅で学習し，レポートまたは小テストを提出して合

格すると、科目終末試験の受験が可能。科目終末試験合格により２単位修得となる。 
③面接（スクーリング）科目→会場で受講（原則３日間）し合格すると２単位修得と

なる。 
コース修了ま
でのサポート
体制 

・通信科目は全科目ｅラーニング対応（教職科目を除く） 
・オンライン・スクーリングが可能（インターネットを利用し自宅で学習） 
・スクーリング，終末試験会場は全国に設置 

 
（２） 通信教育部入学形態 

通信教育の目的に合わせた学び方（正科生＊１・専攻科＊２・科目等履修生・特修生＊３）を選択。 
＊１：正科生；短大の卒業や学位取得を目指して１年次から入学する者 
＊２：専攻科；短大卒業後専攻科を卒業することで学士を取得可能。 
＊３：特修生；入学資格に満たない者を対象として，在籍期間１年間に指定された科目の単位をすべて修得

することにより正科生への入学資格が得られる。 
 正科生（１年次から入学） 専攻科 科目等履修生 特修生 
在学 
期間 

２年間（在籍延期により最長４年
間在学可能） 

２年間（短期大学・
専修学校等卒業後、
専攻科を修了し、学
士号を申請し審査合
格で取得可能） 
 

１年間（在籍期間
内に単位修得に
至らなかった科
目はすべて無効。
日本語教師養成
講座指定講座２
６単位を数年に
分けて修得する
ことも可能） 

１年間（在
籍期間内に
全ての科目
の単位修得
に至らなか
った場合は
全ての科目
は無効） 

出願 
資格 

①高等学校もしくは中等教育
学校を卒業した者及び卒業見
込みの者 
②通常の課程以外による１２
年の学校教育を修了した者（通
常の課程によりこれに相当す
る学校教育を修了した者を含
む）及び卒業見込の者 
③新制高等専門学校（５年制）
第３学年を修了した者及び修
了見込みの者 
④外国において学校教育にお
ける１２年の課程を修了した
者及び卒業見込の者，またはこ
れに準ずる者で文部科学大臣
の指定した者※日本語能力の
証明が必要 
⑤文部科学大臣が高等学校の
課程と同等の課程を有すると
認定した在外教育施設の当該
課程を修了した者 
⑥文部科学大臣が指定した者
（専修学校高等課程の修業年
限３年以上の課程で，文部科学
大臣が別に指定したものを文
部科学大臣が定めた日以降に
修了した者，及び見込の者） 
⑦文部科学大臣が認める大学
入学資格検定・高等学校卒業程
度認定試験に合格した者 
⑧相当の年齢に達し，高等学校
を卒業した者と同等以上の学

①大学、短期大学を
卒業した者及び修
了見込の者 
②高等専門学校を卒
業した者及び修了
見込の者 
③高等学校等の専攻
科の課程を修了し
た者及び修了見込
の者 
④専修学校の専門課
程を修了した者の
うち大学に編入学
することができる
者 
⑤外国において学校
教育における１４
年の課程を修了し
た者及び卒業見込
の者 
⑥外国の学校が行う
通信教育における
授業科目を我が国
において履修する
ことにより当該外
国の学校における
１４年の課程を修
了した者及び卒業
見込の者 
⑦我が国において、
外国の短期大学の
課程（その修了者が

正科生（１年次か
ら入学）・専攻科
の出願資格に準
ずる 

満１７歳以
上の者で，
大学入学資
格を有して
いない者。
ただし，原
則として高
等学校，専
修学校（高
等課程）に
在学中の者
は 出 願 不
可。 
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 正科生（１年次から入学） 専攻科 科目等履修生 特修生 
力があると本学が認めた者（前
年度本学特修生課程修了者）※
他の大学院・大学・短期大学，
高等専門学校，高等学校等の専
攻科に在籍している者は正科
生として入学することはでき
ない。科目等履修生入学可 

当該外国の学校教
育におけるとされ
るものに限る）を有
するものとして当
該外国の学校教育
制度において位置
付けられた教育施
設であって、文部科
学大臣が別に指定
する者の当該過程
を修了した者 
⑧本学において、短
期大学を卒業した
者と同等以上の学
力があると認めた
者 

募集 
定員 

 

●１年次入学生合計６００名 
・一般入学２００名 
・社会人入学３００名 
・ＡＯ入学５０名 
・シニア入学２０名 
・専門高校入学５名 
・外国人入学１５名 
・再進学入学１０名 

●１年次入学生合計２
０名 
・一般入学１０名 
・社会人入学１０名 
・シニア入学若干名 
・外国人入学若干名 
・再進学入学若干名 
 

●短大正科生 
定員：若干名 
出願年齢：満１８歳

以上 
●専攻科 
定員：若干名 
出願年齢：満２０歳

以上 

定員：若干名 
出願年齢：満
１７歳以上 

入学時
納入金 

入学選考料：１０，０００円 
入学金：２０，０００円 
授業料：１９６，０００円（年
３２単位以内） 
学生教育研究・災害傷害保険
料：１３０円 
合計：２２６，１３０円 
※シニア入学選考の場合，シニア
奨学金▲１９，６００円適用で合
計２０６，５３０円となる。 
※３２単位の中のスクーリング
単位は８～１０単位。 
テキストは各自購入。 

入学選考料： 
１０，０００円 
入学金：２０，０００
円 
授業料： 
１９６，０００円 
（年３２単位以内） 
学生教育研究・災害傷
害保険料：１３０円 
合計：２２６，１３０円 
※シニア入学選考の場
合，シニア奨学金▲１
９，６００円適用で合
計２０６，５３０円と
なる。※３２単位の中
のスクーリング単位は
８単位。テキストは各
自購入。 

入学選考料： 
１０，０００円 
登録料： 
１０，０００円 
授業料（通信）： 
１単位６，０００円 
授業料（面接）： 
１単位９，０００円 
教職専門科目 
（面接）：１単位 
１１，０００円 
※テキストは各自購
入。 
 

入学選考料：
10,000 円 
登録料： 
10,000 円 
授業料： 
108,000
円 
合 計 ：
128,000 円 
※ テ キ ス ト
は各自購入。 

卒業 
要件 

■卒業必要単位：合計６２単位
（内スクーリングは１６単位
以上） 

■卒業必要単位：合
計６２単位（内スク
ーリングは１６単位

以上） 

― 

必須８科目
１６単位修
得 

修了後
の資格
取得 

・学位取得（短期大学士） 
・専攻科への入学資格 

・学位取得（学士） 
 （文部科学省所管
独立行政法人学位授
与機構に専攻科にお
ける学修成果を提
出。審査に合格する
ことにより学士の学
位を取得できる。） 
・法務省告示校にお
ける日本語教員の採
用基準を満たす認定 

・大学卒業資格
（学士）保有者
は、指定対象科目
２６単位以上（８
単位以上は面接授
業）を修得するこ
とにより、法務省
告示校における日
本語教員の採用基
準を満たす認定 

本学正科生
出願資格 

「日本
語教員
養成課
程修了
証明

書」等
発行の
有無 

指定対象科目２６単位以上（８単
位以上は面接授業）の単位修得者
に発行。 

指定対象科目２６単位以上（８単位以上は
面接授業）の単位修得者に発行。加えて学
士（大学卒業）を取得することで，法務省
「日本語教育機関の告示基準第１項第１
３号ホを満たす」こととなる。これは日本
語教師養成講座４２０時間コース修了と
同等となり、法務省告示校における日本語
教員の採用基準を満たすこととなる。 

― 
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 正科生（１年次から入学） 専攻科 科目等履修生 特修生 
教育実
習につ
いて 

・「日本語教育演習Ⅰ」（短大１
年次開講）で外国人を学習者役と
した教壇実習を実施。 
・「日本語教育演習Ⅱ」（短大２
年次開講）では模擬実習となる。 

― 

・「日本語教育演
習Ⅰ」、「日本語教
育演習Ⅱ」を受講
することで教育実
習 単 位 の 修 得 可
能。 
 

― 

 
（３） ヒアリング調査結果 

① 日本語教師養成課程の基本事項 

＜経緯＞ 
 通信教育部国際コミュニケーション学科において日本語教育コースを２００６年に開設してから

１０年以上になる。 
 ２０１８年に法務省「日本語教育機関の告示基準解釈指針」が改正され，短期大学でも「日本語

教員養成課程修了証明書」の発行が可能となったことを受けて，２０１９年より日本語教員養成
課程を設置，現在に至っている。 

 日本語教師養成課程の定員に定めはない。また，修了に必要な単位数は２６単位としている。 
 通信制の日本語教育を始めた当初は，短大の修了要件を満たしても日本語教育能力試験合格と同

等のものにはならないなど，全く見通しが立たなかった。 
しかしながら，通信の学生を募集する中で日本語教師のニーズはそれなりにあるという感触はあ
ったため，本コースを修了したからといってすぐに働けるわけではないと断りながらも募集を行
った。 

 通信学習のため基本は自宅学習となる。学生が教科書を読んでレポートを提出し，添削をして「科
目終末試験」受験の可否が判定される。科目終末試験受験可であれば試験会場で試験を受けると
いう流れである。 
スクーリング科目は，３日間で１５コマの授業を行うという方式で，近畿大学と産業能率短大の
やり方を参考にしながら通信教育をスタートした。 

 開始当初は通学制のコースもあったが，現在は通信教育のみで行っている。 
 
＜正科生と専攻科，科目等履修生について＞ 

 正科生とは，通信教育で短大の学士を取得する学生を指す。短期大学士を取るために６２単位の
修得が必要となる。 

 専攻科とは，短期大学士を取得した学生が，大学の３～４年教育に相当するプログラムを引き続
き修得して，大学の学士号を取得することを目的として設置するものである。短期大学での修得
単位と専攻科で修得した単位を合わせて学位授与機構にて学士取得試験を受け，合格すると学士
号が授与される。 
専攻科も通信制で，短大と同じシステムで運営している。 
２年の講座修了後に他大学に学生を送り出さざるを得ない状況に対して打開策はないかと考え
ていたが，卒業生からも専攻科設置に対する要望が強くあり，立ち上げることとなった。 
ちょうどその頃は他大学も通信講座を始めた時期と重なり，学生がそちらに流れたため，必ずし
も専攻科に希望者全員が入学したわけではなかったが，それでも年に十数名の入学者がいる状況
である。 

 日本語教員養成課程設置後に人気なのは，科目だけを履修する「科目等履修生」である。 
科目等履修生の場合，日本語教員養成課程修了証明書の取得が目的のため，５領域の中から必修
科目を含めて２６単位分修得し，自分が学士であることを証明できれば日本語教員養成課程修了
となる。 

科目等履修のニーズに上手く対応できるかが今後の課題である。 

 

② 通信養成課程について 

＜授業展開＞ 
 授業はｅラーニングとして展開しているが，基本的にはテキスト学習となる。 

本学では一般に通信制において紙ベースでやりとりしていたものを，ネット上で課題提出・課題
採点・講評をできるようにしたものを ｅラーニングと称している。 

 学習コンテンツは本学の「ＡＳＵ通教オンライン」のサイトにアップしている。 
映像系のオンデマンドコンテンツも，各科目に時々用意してあるが，オンデマンドコンテンツを
規定回数視聴するということを基本にするものではない。 
「ＡＳＵ通教オンライン」にアクセスするには，学生証に記載の個別ＩＤとパスワードでアクセ
スする。 

 学生は２～３の科目を同時期に並行して勉強しており，２～３か月ごとにレポートを提出し，レ
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ポート返却後，科目終末試験を受けられるものから受験して単位を取得する。 
学生は，スケジュールを立てて効率的に進めている印象。大学で言うところのコマ数に相当する
内容をシラバスとして開示して，授業を受けられるようにしている。指定した項目を勉強しても
らい，それについてのレポート課題を３つ用意してあり，その内２課題を，８００～１，０００
字程度，合計２，０００字程度のレポートを提出させる（科目により異なる）。 
レポート課題は「ＡＳＵ通教オンライン」を通じて投稿される。 
それを添削し Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｆの５段階で成績をつけ，Ｃ以上であれば科目終末試験を受け
ることができる。 
論文解答形式の科目終末試験問題は事前に開示してあり，１０問の中からランダムで２題が出題
される。それを解答し，６０点以上であれば合格としている。 

 レポート課題提出には時間制限はなく，様々な資料から１，０００字に整理してレポート提出を
行う。 
科目終末試験の場合は，６０分の時間制限があり，その中で２題に解答することになる。 
レポート課題は，授業内容個別のものになり，科目終末試験は科目の包括的な内容について出題
される。 
専門書程度の教科書を１冊マスターするくらいの感覚で２単位としている。 
教科書はいろいろなものを使用している。 

 レポートの代わりに選択問題を解答する小テストもある。 
小テストはｗｅｂ上で選択問題を解答，自動採点で評価を行う。 
意外と不合格になる学生が多い。 

 同時双方向のオンライン型のライブ授業は行っていない。 
 

＜スクーリングについて＞ 
 スクーリングは，東京，名古屋，大阪で行っている。今後は福岡でも実施予定である。 
 東京，名古屋は本学が有する施設で実施するが，大阪（福岡）は公共施設で実施している。 
 年間４回程度スクーリング科目が設定されている。 
 スクーリング科目は３日分を持って単位修得が可能となるが，スクーリング科目の一部には，「オ

ンライン・スクーリング」を設けている。「ＡＳＵ通教オンライン」上に５時限分の動画ファイ
ルを１日分として用意している。残り２日分だけ，授業に出てもらうようにした。 
理由としては，土日に授業を行うと１日分週を跨ぐ形になり，遠方に住む人は２回出てこなくて
はならなくなるため，１日分はオンライン・スクーリングで対応している。 
３日間をオンラインで行うことも可能ではあるが，そこまでの準備はできていない。 

 スクーリングは，科目によってすべて座学というケースもあるが，最初の週末で準備をして次の
週末で実践するという流れが基本である。 

 オンライン・スクーリング授業では，スクーリング会場の授業に来る前に予備知識を身に付けて
もらうための課題を用意，その課題をクリアしてもらい，知識があることを前提にスクーリング
授業を受講する流れとしている。オンライン・スクーリングで勉強をしてこなかった場合は，欠
席扱いとなり単位を取得できないため，学生がオンライン・スクーリングをおろそかにすること
はない。 

 オンライン・スクーリングが含まれるのは，「日本語教授法」・「言語運用論」・「日本語教授
法」の三科目である。 

 
＜オンライン科目終末試験について＞ 

 通常は試験会場に行ってテストをおこなうが，「ＡＳＵ通教オンライン」上で科目終末試験も実
施できるようになっている。１０題の問題の内，当日にシステムでランダムに抽出した２題を解
答する方式。時間が来たらテストが終了するように設定されているので，自宅で同様のテストが
可能になっている。 
文字入力が難しければ，コピペでも良いとしている。 
教科書と問題集を渡して，この中から出題されると伝えてあるが，学生が自ら解答する問題を選
べると勘違いをして，不合格になるトラブルもある。 
採点自体は人力で，答案を読んで採点するしかない。 

 オンライン科目終末試験の方が，試験会場に出向くより作業量が多くなったという学生もいる。 
試験会場では教科書持ちこみ可のテストが多くあり，その場で教科書を見ながら回答できるが，
自宅のパソコンで行う場合は１０題すべての解答や資料をあらかじめ用意しなければならず，そ
れが大変だと聞く。結果的によく勉強することになる。 

 「言語習得論」では，１００問に対する正否を問うものもあり，科目によって試験形態は様々で
ある。 

 
 

＜学習状況の把握について＞ 
 通常のｅラーニングの場合，学習状況の把握は成績一覧を年度末に出力して把握するしかない。 
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 スクーリングに出てくる学生とは話をするので，比較的把握が容易だが，それ以外は年度途中で
出力することはないため，卒業が近づくとすべてのデータを出力して一人ずつに電話などを使っ
て確認を取らざるを得ない。 

 科目等履修生は，卒業が怪しくなった場合は，期間の延長申請が可能である。延長期間に上限は
ないが，延長分の年間の学費を納めてもらう形になる。 
 

＜質問への回答方法について＞ 
 質問への回答方法は，「ＡＳＵ通教オンライン」，メール等を用いて実施する。 
 スクーリング期間中は授業時間を使って回答する。 

 
＜システムについて＞ 

 「Ｍｏｏｄｌｅ」というオンライン教材を作成するソフトを使っているが，若干安定性に欠ける
ため，これをいつまで使用するか未定である。 

 「Ｍｏｏｄｌｅ」はオープンソースソフトとして公開されているが，オープンソース特有の不具
合やバグが多く，このまま使い続けることは難しい。今後はＡＳＵトラックという通学制用のシ
ステムと本システムを１つに統合していく予定である。 

 

③ 教育実習について 

 日本語教員養成課程を開始した２０１９年度からカリキュラムを大きく変更しているが，最も変
わったのは教育実習である。 
本学では外国人を入れての教壇実習を行うことを大きく謳っている。 

 「日本語教育演習Ⅰ」は教壇実習，「日本語教育演習Ⅱ」は模擬実習として実施する。「日本語
教育演習Ⅰ」の履修が基本なので，「日本語教育演習Ⅱ」を受講する学生は少ない。いずれも３
日間の演習である。最初の土日と翌週の土曜日に行う。 

 「日本語教育演習Ⅰ」では，最終土曜日の午後に外国人留学生を入れて教壇実習を行うため，そ
れまでに教材の準備をしている。 

 実習の１～２日目は，３日目に向けて教案作成を学ぶが，徐々に長い教案にしていく実習を行う。 
３日目の午前中に教案の読み合わせを行い，授業の練習をして午後の授業に備える。 
実習後は振り返り評価も行い，一人一人の講評を書いて，それを基にグループで話し合あったり
する。スクーリングにも科目終末試験があるので，そこで自分の授業の評価をレポートさせてい
る。 
これだけは，オンラインでの授業はできない。 
名古屋では本学通学課程の留学生に，また東京で日本語学校に通う留学生に協力してもらってい
る。「日本語教育演習Ⅰ」の１回あたりの受講者数は２０名以上になっている。 
特徴的なのは，現役の日本語教師が何人も受講しており，その人たちにグループリーダーとなっ
てもらい教案の取りまとめなどを行ってもらっている。４～５人のグループで模擬授業も３０分
程度行っている。 
１週間でもろもろの準備を行うのでかなり大変である。現役の日本語教師は，学校の先生ではな
く，日本語学校の先生であったり，地域の日本語教室の先生であったりしている。告示校ではな
い，海外等で教授経験のある先生が，ブラッシュアップのためや学歴が高卒なのでせめて短大卒
の資格を得たいという要望から受講している。その後，４年制大学に編入する人も多い。 
「日本語教育演習Ⅰ」では，全て手作りで教材を作成することを課している。教壇実習では，Ｍ
Ｓパワーポイントや映像教材の使用を禁止している。 
理由としては，インターネット等のインフラが整備されていない国に行く人もいるので，それを
想定して全てをアナログで実施することにしている。 

 一方，「日本語教育演習Ⅱ」ではＩＣＴを活用した演習も可能としている。一概に途上国といえ
ども，ＩＣＴ環境は日本よりも良い条件の所もある。手書きで資料を作る経験をさせた上でのＩ
Ｔということであれば問題はない。 
ただし，現状それができる講師がいない。条件に合う教員を探すのに時間がかかるが，世の中の
流れに合わせてＩＣＴ化を行っていきたいと考えている。 

 授業見学は韓国の時事日本語学院で３日間行っている。見学は希望者のみで全員に課してはいな
い。 

 テスト・宿題の作成・実践は「日本語教授法」で行っている。 
 

④ 現在の応募者・在籍者の傾向 

 毎年３～４０人が入学するようになり，その状態が長く続いている。 
 通信課程に入る学生は，高卒者はほとんどいないが，最近少し増えてきている。 
 ４年制大学を卒業した人が，科目等履修生として入学してくるというのがこの４月からの傾向で

ある。学士を有していればあれば日本語教師になれるということから， ２０～２３万円という
安い授業料で資格が取れるのであれば本学で取得しようと考える学生が増えている。学生数は去
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年の倍に増えている。 
学生の中に行政書士事務所を運営している人がいる。最近日本語学校の設置開校の手続きであま
りにも多くの依頼があり，面白そうだと思って，自分も勉強することにしたというケースであっ
た。そのような学生が増えてきている。 
科目等履修生は全員社会人入学である。 

 短大の正科生は，１８歳から６０歳代まで幅広く入学している。 
 最も多いのは３～４０代の女性で突出している。あとは定年退職者に二分される。 
 受講者は日本全国からと，海外からの受講者もいる。 

海外の受講者は，配偶者が現地の人で，現地で日本語教師をしているが，知識が乏しいので夏休
みだけスクーリングを受けてレポート課題は現地から行う人もいる。一昔前は，郵便事情等で日
本在住の身内を経由しなくては送れないこともあったので，現在のオンラインは非常に便利だと
言われている。 
日本語教育の場合は，配偶者が外国人というケースが多い。年齢層からすると，告示校で学んで
いる学生と被る傾向にある。 
金額面で見れば，告示校の学費が５～６０万円である事を考えると，本学の２３万円の学費は競
争力があると考えられる。 

 日本語教育が目的の学生数は２０１８年度で７６名程度，２０１９年はその倍程度はいると思
われ，短大全体の２割程度の人数になる。 

 

⑤ 日本語教師養成課程・講座修了者の進路について 

 日本語教員養成課程は２０１９年度より開始したばかりであるため，修了者を輩出していな
い。 

 

⑥ 担当教員（常勤・非常勤別）について 

 担当教師は常勤の准教授１名以外に４名いて，計５名体制で運営している。 
 その４名は非常勤で，その内の２名がスクーリング担当，残り２名はレポートのみを担当してい

る。 
 

⑦ 日本語教師【養成】における教育内容（３領域５区分１６下位分順の必須の教育内容）への対応状況 

 既に対応済みである。 
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２－２ 大手前大学 通信教育部 現代社会学部 現代社会学科 

（１） 入学からコース修了までの基本情報 
入学日 ４回（４月入学前期出願・後期出願／１０月入学前期出願・後期出願の４クールごとの入学） 

・履修登録から単位修得試験までの約２ヶ月半を１クールとしクールとごとの入学が可能 
選考 記載なし 
入学 
要件 

確認できず 

単位修
得方法 

＜オンライン＞ 
・通信授業：教材（教科書・ＰＤＦ教材・参考書等）とデジタル教材を併用して学ぶ 
・メディア授業：デジタル教材を中心に定められた学習期間に受講 

【流れ】履修登録→受講開始→確認テスト，課題等提出→単位修得試験（Ｗｅｂ試験・
レポート試験）→合格→単位修得 

・メディア授業（ライブ型）：学修する日時を指定し双方向で授業指定の自宅等で，教員
から直接受ける授業 

【流れ】履修登録→事前学修→オンライン学修（リアルタイム）→単位修得試験（事後
学修・課題提出等）→合格→単位修得 

＜スクーリング＞ 
・指定のスクーリング会場で，教員から直接受ける授業【流れ】履修登録→事前学修→ス

クーリング→単位修得試験（事後学修・課題提出等）→合格→単位修得 
コース
修了ま
でのサ
ポート
体制 

・学修の進み具合に応じた個別サポートや，相談会を実施 
・学修システム「ｅｌ－Ｃａｍｐｕｓ」でいつでも質問可能，教員や学習アドバイザーが素

早く丁寧に回答 
・目標に合わせた履修登録，学習システム「ｅｌ－Ｃａｍｐｕｓ」による学習や課題提出。

教員や学習アドバイザーがオンライン，オフライン両方でサポート 
・スクーリング会場全国７都市 

 
（２） 通信教育部入学形態 

 正科生 
（１年次入

学） 

正科生 
（２年次編入

学） 

正科生 
（３年次編入

学） 

正科生 
（４年次編入

学） 
科目等履修生 

在学 
期間 

４年（最長８
年） 

３年（最長７年） ２年（最長６年） １年（最長５年） 入学翌年の３月末
まで（最短３ヶ月
～） 

募集 
定員 

５００ 若干名 ５００ 若干名 若干名 

入学時
納入金 

＜４月入学の場合＞ 
 
入学金：３０，０００円 
在籍料（年額）：２４，０００円 
授業料（年額）：３１６，０００円 
合計：３７０，０００円 
 
＊入学検定料１０，０００円 
＊１０月入学生の在籍料・授業料は４月生の半額 

入学検定料：１０，０

００円 

在籍料：６，０００円

（年額） 

＜通信授業＞ 

１単位１０，０００円 

２単位１６，０００円 

＜メディア授業＞１

単位１５，０００円 

２単位２１，０００円 

＜スクーリング＞ 

１単位１５，０００円 

２単位２１，０００円 

４単位３３，０００円 

出願 
資格 

①高等学校ま
たは中等教育
学校を卒業し
た者  
②通常の課程
による１２年
の学校教育を
修 了 し た 者
（通常の課程
以外の課程に
より，これに
相当する学校
教育を修了し
た者を含む） 

①大学に１年以
上在学し，３０
単位以上修得し
た者（短期大学
は不可） 
② 外 国 に お い
て，学校教育に
おける１３年間
の課程を修了し
た者またはこれ
に準ずる者で文
部科学大臣の指
定したもの 

 ③正科生３〜４

①短期大学を卒
業した者  
②大学を卒業し
た者（学校教育
法第１０４条第
４項に定める独
立行政法人大学
改革支援・学位
授与機構から学 
位を授与された
者を含む） 
③高等専門学校
を卒業した者 

 ④高等学校専攻

①大学を卒業し
た者（学校教育
法第１０４条第
４項に定める独
立行政法人大学
改革支援・学位
授与機構から学
位を授与された
者を含む） 
②３年制の短期
大学を卒業した
者 
③文部科学大臣
の定める基準を

①高等学校または
中等教育学校を卒
業した者 
②通常の課程によ
る１２年の学校教
育 を 修 了 し た 者
（通常の課程以外
の課程により，こ
れに相当する学校
教育を修了した者
を含む） 
③外国において学
校教育における１
２年の課程を修了
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 正科生 
（１年次入

学） 

正科生 
（２年次編入

学） 

正科生 
（３年次編入

学） 

正科生 
（４年次編入

学） 
科目等履修生 

③外国におい
て学校教育に
おける１２年
の課程を修了
した者，また
はこれに準ず
る者で文部科
学大臣の指定
したもの 
④専修学校の
高等課程（修
業年限が３年
以上であるこ
とその他の文
部科学大臣が
定める基準を
満たすものに 
限る）で文部
科学大臣が別
に指定するも
のを文部科学
大臣が定める
日以降に修了
した者  
⑤文部科学大
臣が高等学校
の課程と同等
の課程を有す
るものとして
認定した在外
教育施設の当
該課程を修了 
した者  
⑥文部科学大
臣の指定した
者  
⑦大学入学資
格検定（平成
１７年１月３
１ 日 規 程 廃
止）に合格し
た者  
⑧高等学校卒
業程度認定試
験規則（平成
１７年文部科
学 省 令 第 １
号）により文
部科学大臣の
行う高等学校
卒業程度認定
試験に合格し
た者（ただし，
１８歳以上の
者に限る） 
⑨その他本学
において，高
等学校を卒業
した者と同等
以上の学力が
あると認めた
もので，入学
時に満１８歳

年次編入学の出
願資格要件を満
たす者  

科課程を修了し
た者  
⑤文部科学大臣
の定める基準を
満たす専門学校
（専修学校の専
門課程）を修了
した者，ただし
２年制以上で総 
授 業 時 間 数 が
１，７００時間
以上履修してい
る者 
⑥大学（１大学
に限る）に２年
以上在学し，６
０単位以上修得
した者 
⑦ 外 国 に お い
て，学校教育に
おける１４年間
の課程を修了し
た者またはこれ
に準ずる者で文
部科学大臣の指
定した者 
⑧正科生４年次
編入学の出願資
格要件を満たす
者 

満たす専門学校
（専修学校の専
門課程）を修了
した者，ただし
３年制以上で総 
授 業 時 間 数 が
２，５５０時間
以上履修してい
る者 
④大学（１大学
に限る）に３年
以上在学し，９
０単位以上修得
した者 
⑤ 外 国 に お い
て，学校教育に
おける１５年間
の課程を修了し
た者またはこれ
に準ずる者で文
部科学大臣の指
定した者なお，
日本国籍を有し
ない者は，日本
の教育を３年以
上受けた者，ま
たは日本に在住
している者に限
る 

した者，またはこ
れに準ずる者で文
部科学大臣の指定
した者 
④専修学校の高等
課程（修業年限が
３年以上であるこ
とその他の文部科
学大臣が定める基
準を満たすものに 
限る）で文部科学
大臣が別に指定す
るものを文部科学
大臣が定める日以
降に修了した者 
⑤文部科学大臣が
高等学校の課程と
同等の課程を有す
るものとして認定
した在外教育施設
の当該課程を修了
した者 
⑥文部科学大臣の
指定した者 
⑦大学入学資格検
定（平成１７年１ 
月 ３ １ 日 規 程 廃
止）に合格した者 
⑧高等学校卒業程
度 認 定 試 験 規 則
（平成１７年文部
科学省令第１号）
により文部科学大
臣の行う高等学校
卒業程度認定試験
に合格した者（た
だし，１８歳以上
の者に限る） 
⑨本学の正科生の
出願資格要件を満
たす者 
⑩その他本学にお
いて，高等学校を
卒業した者と同等
以上の学力がある
と認めた者で，入
学時に満１８歳に
達している者  
＊科目等履修生で
日本語教員養成課
程（新基準）の修了
を 希 望 す る 場 合
は，入学時点で学
士の学位を有して
いる必要あり 
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 正科生 
（１年次入

学） 

正科生 
（２年次編入

学） 

正科生 
（３年次編入

学） 

正科生 
（４年次編入

学） 
科目等履修生 

に達している
者 
⑩正科生２〜
４年次編入学
の出願資格要
件を満たす者 

卒業・ 
修了 
要件 

１ ２ ４ 単 位
（既修得単位
含む） 
・既修得単位

上限６０単
位 

・スクーリン
グ，メディ
ア授業必要
単位３０単
位 

１２４単位（既
修得単位含む） 
・既修得単位上

限３１単位 
・ ス ク ー リ ン

グ，メディア
授業必要単位
２２単位 

 

１２４単位（既
修得単位含む） 
・既修得単位上

限６２単位 
・ ス ク ー リ ン

グ，メディア
授業必要単位
１６単位 

１２４単位（既
修得単位含む） 
・既修得単位上

限９３単位 
・ ス ク ー リ ン

グ，メディア
授業必要単位
８単位 

１単位～ 

修了後
の資格
取得 

大学卒業資格「学士（学術）」の学位 ・単位修得試験に
合格することで単
位修得可能。 

「 日 本
語教員
養成課
程修了
証 明
書」発
行の有
無 

新基準のカリキュラムを修了したことを証明する修了証を発行 

目 指
せる日
本語教
員資格 

ロ．大学または大学院において日本語教育に関する科目の単位を２６単
位以上修得し，かつ当該大学を卒業しまたは当該大学院の課程を修了し
た者＊１ 
※１．法務省Ｗｅｂサイト「日本語教育機関の告示基準」より抜粋 
※２．３年次編入，４年次編入も含めて，４年卒業時に修了証が発行さ
れる。教育実習が２年目からのため，４年次編入生は卒業延長をして教
育実習を受けてから取得することもある。 

ホ．その他イから
二までに掲げる者
＊２と同等以上の
能力があると認め
られる者 
※１．法務省Ｗｅ
ｂサイト「日本語
教育機関の告示基
準」より抜粋 
※２．実習が必修
となった新基準で
は，最短で１年半
での取得が可能だ
が，教育効果の観
点から知識や技能
を身に付けてから
の受講を指導して
いるので実際は丸
２年かけて取得す
る。 

教育実
習につ
いて 

・在学２年目より受講可能（４年次編入，科目履修生も基本的に２年間在籍して受講） 
・指定した実習地（外部日本語学校等）にて，外国人留学生を学習者に見立てた模擬授業を
軸に，授業を行うための実践力を養う 
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（３） ヒアリング調査結果 

① 日本語教師養成課程の基本事項 

 日本語教員養成課程は，通学制の大学・大学院と通信制で実施している。 
 通信制の特色としては，４年制の学士を取得できる課程である。 
 ４年制大学卒で学士を有している者は，日本語教員養成課程の単位のみを修める，科目等履

修生として入学が可能である。 
 正科生は，４年間で卒業に必要な単位に日本語教員養成課程の２７単位を含めていれば良い

という形式としている（卒業単位＋日本語教員養成課程の２７単位ではない）。学位は「学
術」となる。 

 通信制を置いている学部は現代社会学部であり，どちらかというと教養学部的な位置づけで
様々な分野の科目を置いている。 

 通信制では，いろいろな科目を自分で組み合わせて単位を取る形を採用している。その意味
で，主／副専攻の別はない。 

 

② 通信養成課程について 

＜特徴＞ 
 通信制の教科書には印刷媒体を使用していない。スクーリング授業以外はＩＣＴ活用型の

教育方法を採用している。 
２０１５年度開講の最初からオンラインのみで授業を行っている。オンデマンド型の「メデ
ィア授業」のみで言うならば，２０１０年から始めている。全ての授業において，紙媒体の
教科書等は使用していない。 
ただし，印刷教材が全く無いわけではない。本学はオンラインの授業を受講することを主目
的としてはいるが，印刷教材も補助教材として使用する位置づけとしている。 

 通信課程設置を構想したのは，通信教育で大学を卒業するのは今でも１５～６％で，高校を
卒業して就職等をしながらも大学を目指す志の高さにも拘らず，卒業率が低いことを考え
ると，より授業を受けやすく卒業に繋がりやすいオンライン型が良いのではないかと考え
たことによる。 

 ｅラーニングが一般的になり，空間と時間にとらわれない良い部分を教育に生かしたい。フ
ェイストゥフェイスで行わなければならない教育もあり，スクーリングも開講する等オン
ラインとオフラインが融合した新しい形の大学を構想した。本学では「ｅｌ－Ｃａｍｐｕ
ｓ」という学習支援システムを独自に開発して，通信制の養成課程を支援している。ＶＯＤ
サーバも自前で所有している。 
 

＜文化庁「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）改定版」にともなう新基準へ
の対応＞ 

 文化庁の新基準要件として，同時双方向性の授業の担保があったと思うが，それに該当する
授業として教員が生放送で講義するものをライブ配信し（収録ではなくストリーミングで
配信），受講生がそれを自宅のパソコンで視聴し，その配信中に教師が視聴中の学生を指名
して質疑応答をしたりする授業を２０１８年度より開始した。 

 日本語教育読解演習，日本語教育聴解演習等の５科目分で，いずれも１単位の授業。 
文化庁のガイドラインを満たす授業形態に取り組んでみようということで，まずは最低限
のものを開講した。 

 学生の反応としては，遠方からスクーリングを受けることが困難であったり，主婦や就業者
がたくさん受講しているため，自宅で受けられるということは好評である。 

 文化庁のガイドラインを満たすための双方向性を担保した通信授業は「メディア授業（ライ
ブ型）」と称する授業であり，５科目５単位分を用意している。 
その５単位分の代わりに対面型のスクーリング授業で単位を満たしてもよいし，混在させ
てもよい。 

 新基準に沿った「メディア授業（ライブ型）」は２０１８年から始めたが，講座自体は２０
１５年から日本語教員養成課程として開講していた。 
ただし現在の基準の教育実習の実施や双方向性授業やスクーリングがない形ではあった。 

 日本語教員養成課程では，２年以上前からカメラを通じたリアルタイムのライブ配信型授
業について，個別指導のような形式で遠隔での模擬授業のようなことを行ってきた。他の科
目でもライブ配信型の授業は日々行われており，専門スタッフもいる上に，教員も何回も行
っているので慣れていた。 
 

＜メディア授業＞ 
 「メディア授業」は２か月という学習期間が決まっており，その間に学習を完了して単位修

得試験を受ける必要がある。１単位の科目は８回，２単位の科目は１５回受けるようになっ
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ている。 
 メディア授業には，オンデマンド型のデジタル教材を中心に定められた学習期間に受講す

る「メディア授業」と，学修する日時を指定し双方向で授業指定の自宅等で教員から直接指
導を受ける前述の「メディア授業（ライブ型）」の２種類がある。 

 前者の「メディア授業」は，通学制の１コマ９０分授業に遜色のないオンライン授業を実施
している。 
具体的には， ６０分相当のオンデマンド授業を視聴した後，課題に取り組んでもらい，合
わせて９０分相当分を担保する構成としている。 
オンデマンド授業は１０分くらいの節を６節程度まとめて１回分の授業としている。これ
が本学の基本的な授業形態である。動画だけでは不足するような授業では，テキスト資料を
事前にダウンロードし教科書を見ながら授業動画を視聴するケースもある。 
また，資料を見ながらオンデマンド授業を視聴し，「ｅｌ－Ｃａｍｐｕｓ」にて提供する「ワ
ークシート」機能を用いて提出させたりすることもある。 

 双方向リアルタイムによる「メディア授業（ライブ型）」も６０分程度の授業を実施した後
に学生に課題に取り組む形式としている。 

 
＜認証＞ 

 本人確認は入学オリエンテーション時，スクーリング受講時，学修相談時等の対面による認
証の他，Ｗｅｂカメラによる認証等，複合的に本人確認を実施し，認証を行っている。 

 
＜サポート体制＞ 

 教師の他に，ライブ型メディア授業やその他の雑務をサポートするスタッフを有しており，
そのスタッフをアドバイザーと呼んでいる。 
アドバイザーは，現在４名を雇用している。このアドバイザーは，メンタルに関する指導や
履修指導を主に行っている。 

 本学全学部を挙げて通信教育・ＩＣＴ教育を行うために，学内に株式の子会社を設立しエン
ジニア部隊を雇用している。教育工学のプロがどのように教育にＩＴを使うかを考えてい
るスタッフもいるので，彼らの支援も仰ぎながら行っている。 

 技術支援は学内の情報メディアセンターのスタッフや，本学系列の上記子会社のスタッフ
が支援している。 

 授業を収録するスタッフも２～３名常駐しているが，彼らは情報メディアセンターの要員
で，収録面で支援してくれている。 

 授業当日は，学生からの「画面が映らない」「音声が聞こえない」「そもそも授業を受ける
環境が整っていない」などの質問を専門スタッフが４名程度の体制で電話対応を行ってい
る。また，「メッセージ」機能を用いて問題が発生した場合に知らせてもらえるようにもし
ている。 

 初めて授業を受けるときには，環境を整える作業が学生側にも発生するので，マニュアル等
の事前準備にもかなり気を配っている。 

 
③ 評価・学習状況の把握について 

 学習の評価・状況の把握はＷｅｂベースで提出された課題をチェックして進行状況を確認
し，８コマ・１５コマ終了時に，単位修得に関する試験を実施している。学習支援システム
上で学生がどの程度講義を視聴したかというログが残っているので，その情報を成績評価
に反映させている科目もある。単位修得試験の回答を時間内に行うことと，ログによる学習
姿勢，課題提出の内容を総合して評価を行っている。 

 単位修得試験は２種類あり，「レポート」か，６０分の「ｗｅｂテスト」のいずれかで行う。 
また，授業終了時に毎回実施するものとしては「課題レポート」と「確認テスト」がある。 

 授業終了後に毎回提出させる１回分の「課題レポート」の文章量は科目によって違いがあ
る。ただし，以前，あまりにバラツキが大きくなったため，数年前より課題レポートは８０
０字～１２００字程度（Ａ４ １～２枚程度）に留めるよう要請するようになった。 
単位修得試験としての「レポート」に関しては，課題レポートよりはボリュームがあって良
いことにしているが，ある一定水準となるように文章量を調整している。 

 授業終了時に毎回実施する「確認テスト」は，正解をチェックする選択式のものが多いが，
２～３００文字程度の文章などで答えるものもある。 
確認テストもｗｅｂ上で行う。 

 単位修得試験としての「ｗｅｂテスト」の試験時間は６０分で，受験開始ボタン押した時点
からスタートし，提出ボタンを押した時点で試験が終了する。また６０分を過ぎた時点で，
回答途中であっても自動的に答案が提出される仕組みになっている。 
「ｗｅｂテスト」は年４回，各回３日間の中で受験することとしている。初日は午前１０時
から，３日目の最終は午後５時までであるが，その間であれば２４時間自分の都合の良い時



36  

間に試験が受けられる。「ｗｅｂテスト」は，一つの科目につき，最大年４回受験すること
ができる。 

 
④ 学生からの質問への対応状況について 

 学生からの質問は，「ｅｌ－Ｃａｍｐｕｓ」にある「メッセージ」機能を用いてテキストベ
ースのやり取りを行う場合と，直接電話で専門スタッフがその場で解決する場合とがある。 

 授業に関する質問は，必ず「メッセージ」機能を用いてやり取りするよう徹底指導してお
り，大学サイドはその記録を残すようにしている。 

 
⑤ 教育実習について 

 教員養成課程の集大成として教育実習を受講させている。 
 教育実習は完全に対面授業となる。日本語学校に出向いての実習と，本学や会場を借りての

スクーリング形式での実習とがある。 
 教育実習については，１単位４５時間，５日間コマ数２５コマを実施している。最低年２

回，春・秋に実施している。今年度は早めで５月と１月。３クラス２０名を同時に別の学校・
施設を利用して行う。期間中は全国から学生が泊まりでやってくる。 
授業見学から始まり，模擬実習に向けての教案作成，模擬実習の実施，教壇実習の実施，実
習の振り返りという一連の流れを行っている。 

 本学や会場を借りてのスクーリング形式の場合，土日に授業を実施するが，本学では土日は
留学生の授業がないので，日本語学校や他大学に依頼して，ビデオシステムで結んでその機
関での授業を見学させてもらっている。 
そのあと授業見学のポイントを説明して，事前に作ってもらった教案の手直しをしながら，
教育実習生を生徒役にして一回練習してみる。それを１週目で行う。１～２週間置いたあ
と，今度は教壇実習ということで，教案を手直しして，本学の留学生を生徒役にして授業を
し，それを振り返る。 
学生一人あたり１時間実施できればよいのだが，人数が多いため学生の決めた単元につい
て２０分くらいの実施となる。 
この実習は初週が金土日に実施し，次が土日の実施となる。 
昨年度は２名の教員が春・秋１回ずつ３０名で４クラス実施した。 
スクーリング会場は，本学の立地する夙川と東京のみとなっている。東京ではその年度の受
講人数により，山の手沿線の便利な会場を借りて行っている。 

 それ以外に，提携する特定の日本語学校に教育実習生の受け入れをお願いしており，東京・
大阪・佐賀の学校で５名程度を年３回受け入れてもらっている。 
日本語を学びに来ている留学生の教室で直接研修を行うので，そのクラスごとに留学生の
人数はまちまちである。細かい人数の違いはあるが，概ね１５～２０人程度のクラスで実習
している。 

 日本語学校での教育実習は１週間連続の実施。平日も実習があるため働いている学生は大
変である。その為，土日開催の本学の実習を希望する学生が多い。 

 今年度は新たな教師が着任したことで，さらに受講者数は増える見込みである。 
 今年度は名古屋の実習希望者が多いことから，日本語学校を１校新たに加え，規模を拡大し

ている。 
 教師の数が増えると受け入れ人数を増やせるが，希望者が増えると教師の数も増やすか，

実習実施の回数を増やしていかなければならないので，大変である。 
 

⑥ 現在の応募者・在籍者の傾向 
 受講者数は，定員１６５名中昨年度実績９７名となる。定員は実習の受け入れキャパシティ

を基に算出している。 
 学生数については，平成３０年度に教育実習を履修した学生数をカウントしているため，９

７名としている。 
 その理由として，日本語教員養成課程を履修すると宣言しての入学を行っておらず，様々な

課程を含めて２７単位を修得すれば修了証を発行する形となっているため，教育実習の受
講者数を実数としている。 

 年齢構成をみると，近年は２０代が２割程度と少しずつ増えてきている。２０代，３０代，
４０代が学生の大半を占めており，高齢の方は比較的少ない。 
６０代以降の学生が少ないのは，パソコンを用いる完全オンライン授業を実施しているこ
ととの相関があるのかもしれない。 

 何らかの職に就いている学生が７～８割を占めている。 
 

⑦ 修了者の進路について 
 卒業後の進路については，通信教育であるため把握は難しい。 
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⑧ 担当教員（常勤・非常勤別）について 

 通学，通信それぞれを司るメジャー教員（主任教員）を別個に配置している。それぞれの主
任の方針でカリキュラムを組んでいる。 

 通信制においては，非常勤の講師にも担当をお願いしている。 
教育実習については３名の専任教員が中心となって実習を行っているが，それ以外は非常
勤の教師が指導を行っている科目もある。 

 
⑨ 日本語教師【養成】における教育内容（３領域５区分１６下位分順の５０の必須の教育内容）への

対応状況 
 文化庁が提示した１６項目について，検討中の段階である。１６項目については網羅してい

るが，その後提示された５０の「必須の教育内容」については，あてはまっているかの検討
作業をこれから行うところである。 

 
⑩ その他 

 日本語教育の知識がある人であれば，最短で半年程度で単位を修得するが，中にはじっくり
学びたいということで１年かける人もいる。スケジュール上では最短３か月で取得は可能
ではあるが，あくまで可能性の話である。 

 学士を有している者は科目等履修生での受講が可能であるが，教育実習を履修するための
条件が，入学して２年目からでないと受講できない設定としており，最短でも１年半程度は
かかることになる。教育実習の受講条件としては２年目であること，また必須科目１２科目
１３単位をすべて修得している必要がある。２年目の縛りがあるのは教育実習のみである。 

 理論上，最短で１年半で修了可能という話は，科目等履修生の話。正課生は４年，３年次編
入だと４年卒業時に証明書が発行される。４年次編入もあるが，教育実習が２年目からとい
う条件があるので，あえて卒業延長（いわゆる留年）して取得することもある。３年次編入
の場合は，多くは短大を経て入学している。それ以外には，２年制の専門学校や他の大学を
中途退学して入ってくるケースもある。 

 教育効果の観点から，知識や技能を身につけてから２年目以降に教育実習を受講しなさい
という指導を行っている。 

 費用に関しては，正課生であれば２年間で６～７０万円程度，科目等履修生であれば一科目
単位での費用なので教育実習含め３０万円程度になる。 

 学士を有していれば，４２０時間講習の費用の半分程度なので，受講者も魅力的であると
捉えているようだ。 
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２－３ 創価大学 通信教育部 文学部 

（１） 入学からコース修了までの基本情報 
入学日 ４月 
選考 書類選考による入学審査 
入学 
要件 

インターネット環境・メールアドレス登録必須 

単位修
得方法 

＜自宅で学ぶテキスト学習＞ 
レポート作成→提出→①教員によるレポート添削→レポート合格②試験会場で科目試験
受験→科目試験合格※レポートおよび科目試験に合格して単位を修得 

＜講義で学ぶスクーリング学習＞ 
スクーリング受講申し込み→メディア授業受講（５コマ）→学習報告書作成（１コマ） 
→スクーリング会場で受講→最終日スクーリング試験に合格して単位を修得 

コース
修了ま
でのサ
ポート
体制 

・質問等は郵送およびｅラーニングシステムの中で受け付けている。 
・全国主要８０都市で科目試験を実施，１２都市で地方スクーリングを実施 
・夏期・秋期・地方スクーリング，メディア授業（オンデマンド），メディア授業（リアル

タイム）等多数のスクーリング機会を用意 

 
（２） 通信教育部入学形態 

■文学部人間学科人間学コース：１年次入学，２年次転籍入学（必要単位を修得することにより，
日本語教育機関の告示基準（法務省入国管理局策定）第１条第１項第１３号イで求められた
日本語教育に関する教育課程を修了することが可能） 

■教育学部教育学科：２０１９年度まで３年次編入を受け付け。 以降新規募集は行わない。 
※２０１８年の文学部開設により通信教育の日本語教師養成課程は通信教育部文学部で吸収。
新規募集は通信教育部文学部のみとなり教育学部では行わない。 
※２０２０年より通信教育部文学部で３年次編入の募集開始予定。 

 文学部人間学科 
（正科課程・１年次～） 

教育学部教育学科 
日本語教員養成コース

（３年次～） 

科目等履修生 

在 学 期
間 

・１年次入学：標準修業年限４年間
／在籍年限１２年間 

・２年次転籍入学：標準修業年限３
年間／在籍年限１１年間 

・３年次編入学・転籍入学：標準修
業年限２年間／在籍年限１０年
間 

・４年次転籍入学：標準修業年限１
年間／在籍年限９年間 

・３年次編入学，３・４年
次再入学・転籍入学のみ
受講可能：標準修業年限
２年間／在籍年限１０
年間 

 

登録機関：１年間 
継続可能期間：１年間 
（１回に限り継続可能） 

募 集 定
員 
 

７５０名 
（１年次入学，２年次転籍入学） 

現在新規募集なし 記載なし 

入 学 時
納入金 

＜１年次入学の場合＞ 
初年次：１１６，０００円 
２年次以降：８９，０００円 
４年分のスクーリング最低受講料
１８０，０００～ 
４年間合計約５７２，０００円～
（概算） 
 

初年次：１１６，０００円 
２年次以降：８９，０００
円 
２年分のスクーリング最
低受講料１２０，０００
～ 
２年間合計 
約３３４，０００円～ 
（概算） 
 
 

＜正科課程入学資格取
得コース＞ 
登録料１４，０００円 
教育費：１０，０００円 
科目別履修費： 

４８，０００円 
合計７２，０００円 
 
＜自由選択・教職コース
＞ 
登録料１４，０００円 
教育費：１０，０００円 
科目別履修費：登録単位
数×３，０００円 
＋スクーリング受講料：
７，５００～３０，００
０円 

出願 
資格 

・高等学校もしくは中等教育学校を
卒業した者および卒業見込みの者 
・文部科学大臣の行う「大学入学資
格検定」「高等学校卒業程度認定試

・大学・短大を卒業した者
（学士入学）および卒業見
込みの者 
・高等専門学校（５年制）

＜正科課程入学資格取
得コース＞＜自由選択
コース＞ともに満１８
歳以上の者であれば学
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 文学部人間学科 
（正科課程・１年次～） 

教育学部教育学科 
日本語教員養成コース

（３年次～） 

科目等履修生 

験」に合格した者で満１８歳以上の
者 
・本学の「正科課程入学資格取得コ
ース」で定められた単位を修得し，
修了した者 
・本学の「人間学コース」「平和・
環境コース」「健康・生きがいコー
ス」で９科目１８単位を修得し，修
了した者 
・高等専門学校（５年制）３年修了
の者および修了見込の者 
・文部科学大臣が高等学校の課程と
同等の課程を有するものとして認
定した在外教育施設の当該課程を
修了した者 
・専修学校高等課程の修業年限３年
以上・総授業時間数２，５９０時間
以上の課程で文部科学大臣が別に
指定した学校を卒業した者（高等学
校卒業と認められた者） 
・通常の課程による１２年の学校教
育を修了した者 
・大学・短大の退学・除籍者で修得
単位数が６２単位未満の者 
・外国において学校教育法における
１２年の課程を修了した者，または
これに準ずる者で文部科学大臣の
指定した者 

を卒業した者 
・１年次入学資格を有す
る者で，専修学校専門課程
（文部科学大臣の定める
基準を満たすもの＊）を卒
業した者 
＊就業年限が２年以上，課
程の修了に必要な総授業
時間数が１７００時間以
上の学校。（対象となるか
は出身の専門学校に要問
合わせ） 
・大学に２ 年以上在学
し，６２単位以上を修得し
た者 
・旧制高等学校を卒業し
た者，またはこれと同等以
上の資格がある者 
・日本の高等学校等の専
攻科の課程を修了した者
のうち学校教育法第５８
条の２の規定により大学
に編入することができる
者，または修了見込の者 

歴問わず（高校在学中の
者は除く） 

卒 業 ・
修 了 要
件 

・正科課程に４年以上在学 
・１２４単位修得（認定単位数含む） 
・スクーリング単位３０単位以上修

得 
・学費（教育費）完納 

・正科課程に２年以上在
学 

・７０単位修得（単位認定
の単位数含む） 

・専門科目からスクーリ
ング単位１４単位以上
修得 

・学費（教育費）完納 

＜正科課程入学資格取
得コース＞ 
大学科目１６単位修得 
 

修 了 後
の 資 格
取得 

・学士（文学）の学位取得 
 

・学士（教育）の学位取得 
 

＜正科課程入学資格取
得コース＞正科課程へ
の入学資格が得られる 
＜自由選択コース＞ 
日本語科目の一部修得
は可能だが，日本語教師
の必要単位を全て取る
ことはできない。 

「日本語
教 員 養
成 課 程
修 了 証
明書」発
行 の 有
無 

・必要単位を修得することにより，
日本語教育機関の告示基準（法務省
入国管理局策定）第１条第１項第１
３号イで求められた日本語教育に
関する教育課程を修了したことを
「成績証明書」に記載 

・日本語教員養成コース
修了証授与 
・日本語教育機関の告示
基準（法務省入国管理局策
定）第１条第１項第１３号
ロで求められた日本語教
育に関する教育課程を修
了 
・４年次再入，転籍入学者
は文部科学省「日本語教育
推進施策について」（平成
５年７月）の「日本語教員
養成のための標準的な教
育内容」における「大学の
学部日本語教育副専攻」に
該当 

― 

教 育 実
習 

・あり（必修） 
・対象：初級水準の留学生（高等教
育機関） 

・あり（必修） 
・対象：初級水準の留学生
（高等教育機関） 

― 
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（３） ヒアリング調査結果 

① 日本語教師養成課程の基本事項 

＜経緯＞ 
 文学部に通信教育の「日本語教師課程」を設けたのは２０１８年となる。 

それまでは通信教育の日本語教師課程は教育学部で実施していた。 
日本語教師課程はもともと，通学課程の文学部で提供していたが，日本語教師のニーズがあ
ったため通信教育でも提供すべきと判断し，２０００年度より課外の資格習得のコースとし
て開設し，その後，２００３年度より教育学部に日本語教師養成課程を設置した。 
現在は通信教育の日本語教師課程は通信教育部文学部で吸収し，新規募集は同文学部のみと
なっている。 
過度期のため，通信教育部教育学部にはこれまでの過年度生が在籍している。そのため,２０
１９年度までは通信教育部教育学部の日本語教員課程３年次編入を募集要項に記載してあ
るが，それ以降の新規募集は行わない。 
 

＜入学＞ 
 セメスター制ではないので４月入学のみである（受講期間は通年）。以前は１０月入学も行

っていたが，学事スケジュールなどの関係で現在は４月のみとなる。 
 
＜基本事項＞ 

 本学では，法務省入国管理局が定めた「日本語教育機関の告示基準（第１条第１項第１３号
イ）」を満たした新基準カリキュラムを設置しており，必要単位（４５単位）を修得するこ
とにより，日本語教師を目指すことを可能としている。 

 入学者定員は通信教育部文学部全体として７５０名。 
通信制は４年制学部モデル，主専攻副専攻の別はないが主専攻相当のものである。 

 本学の通信教育は「テキスト科目」「スクーリング科目」「自由選択科目」で構成される。 
 科目等履修生は日本語教師養成課程の科目を一部修得はできるが，必要単位をすべて修得す

ることはできない。「教育実習」科目を受講するのに様々な要件が必要であり，またカリキ
ュラムも４５単位分として組んでいる。科目等履修生制度ではその受講は重く現時点では対
応できない。 
「教育実習」についても科目等履修生制度で対応できないか学内で検討しているところであ
る。 

 

② 通信養成課程について 

＜通信教育の実施方法＞ 
 「テキスト科目」と「スクーリング科目」の分け方は内容で決めている。 

知識を覚えれば何とかなるものはテキスト学習でそれなりの効果があげられる。 
実際に目で見てやり取りしながら，相互の意思疎通あるいはやって見せて，その後質疑応答
を繰り返して，という方法でないと成果を上げにくいもの，背景知識がないと読んでも理解
できないような科目は，対面型のスクーリング科目としている。 

 日本語教育の場合，ほかの学問分野に比べて対面授業でないとわからない部分が多い。技能
教育という側面が大きいからである。 

 「テキスト科目」は印刷教材を用いた通信制授業で，学習指導書などをつけた教科書を配布
する。１単位につき１通のレポートを提出し，最後に単位認定試験を受ける。 

 「スクーリング科目」は本学の特徴といえる。 
例えばスクーリング単位２単位の「異文化コミュニケーション」でいえば，１単位を「メデ
ィア授業」，１単位を「対面授業」で行う。メディア授業とは自宅でオンデマンド映像（非
同時双方向）を受講してもらうものであるが，先にメディア授業６コマ分を学習してきても
らい，その後，対面授業開始１コマ目でメディア授業の復習や振り返りについてディスカッ
ションを交えて実施する。１５コマまで対面授業が続き，最後に試験を行う。 
基礎的なところを自分で勉強してきてもらい，教員がその先を指導する方法である。言って
みれば反転授業というか（反転授業はもう少し細かくやるかと思うが），オンデマンド型の
映像を何度も視聴して理解を深めた上で，スクーリングにて教員からより深い内容を受講す
る。 
オンデマンド教材の視聴後は学生がその学習内容を課題にそって報告書（レポート）を作成
して対面の授業に持参し，提出する。 
質問があれば随時教員に質問・回答をもらうようになっている。メディア授業のみで単位の
修得が可能な科目も開講しており，メディア授業最終試験を本学で提供する「通教学生ポー
タルサイト」で受験してもらう。 
詳細はシラバスに記載しており，１～１５回まで学習範囲を記載し，対面授業までに勉強し
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てきてほしい範囲や課題も明記している。通信制の大学の中ではしっかりしたシラバスを提
供できていると考えている。 
試験はスクーリングの最後に実施している。 
スクーリングは，夏期スクーリングと秋期スクーリング，地方スクーリングとがある。 
スクーリング会場は基本的に本学で実施している。地方スクーリングは全部の科目に対応し
ているわけではなく，履修者が多い科目に限定されての実施となる。通信教育部文学部の場
合はまだ１年，２年の学生だけであり，学生数が少ないため，地方スクーリングの実施実績
はない。 

 「教育実習」はメディア授業ではできないので対面授業のみである。 
 
＜「メディア授業」について＞ 

 メディア授業は初期段階ではコスト的にも人的にも負荷がかかるが，教員は非常に献身的で
一生懸命対応してくれている。 
メディア授業のコンテンツを制作するのは事務側も大変だが教員に大きな負荷がかかる。撮
影してしまえば回り始めるとはいえ，撮影にかなり御苦労いただいている。 
他大学が驚くのは，対面授業の前にメディア授業を見てくることを前提としていることであ
る。 
メディア授業の後に，さらに対面授業７－８コマ分実施するということで，「よく先生方が
了承してくれましたね」と多くの大学関係者に感心される。 

 メディア授業で使用するオンデマンド型コンテンツは当初９０分ものを１セットとして制
作していたが，視聴する学生の学習効果，集中力を鑑み，現在は１５分×４回分を１セット
として，合間に小テストなどを入れて，受ける側・作る側の負荷を抑えつつ，かつ効果的な
方法に切り替えてきている。 

 現在，ＩＣＴ化の流れに沿って，メディア授業ですべての単位を修得できる科目を増やして
いこうと検討中ではあるが，文学部は開設したばかりであるため，新１年生が卒業する完成
年度を迎えるまでは大きな変更が難しい。その後，徐々に増やしていきたい。 
 

＜評価・学習状況の把握について＞ 
 試験は年７回実施している。５月～１月に試験が実施される。 
 「テキスト科目」の全科目は試験会場での受験となる。 

その試験に向けて，学生はまず期日までにレポートを提出しなければならない。レポート提
出が「テキスト科目」を受講したことと同義となる。 

 「スクーリング科目」の形態の一つとして「メディア授業（オンデマンド）」を開設してお
り，インターネット上ですべての授業を受講し，単位を修得することができる。メディア授
業（オンデマンド）の最後に最終試験を自宅で受験できるようにしている。 
本学では，「顔認証・顔確認」システムを導入しており，本人の顔がないとログインできな
いようになっている。また，顔認証システムを用いて，試験中にランダムでカメラ撮影を実
施，撮影したものと登録している写真画像とを照合している。照合率が低いものは職員がチ
ェックをし，本人が受けているかどうか確認して，結果を公にしている。 
自宅でｗｅｂ受験が出来るとはいえ，５０分と制限があるため学生も変なことはできない。 
オンデマンドの顔認証システムは何千万円単位の高額なものであったが，安価になってきた
ため２０１９年度から導入した。 
顔認証システムでの問題は今のところ発生していない。 
 

＜質問への対応について＞ 
 質問等は，現在，基本的には「通教学生ポータルサイト」を経由して受け付けている。 

本学は印刷がベースであった昭和５０年代から通信制を実施しているため郵送でも質問を
受け付けている。これまで在籍していた学生はパソコンが不得手の人もいるため，もう何年
間かは郵送でも受け付ける予定としている。 
現在は過度期であり，郵送・ｗｅｂ両方で質問を受け付けている状態にある。 

 
③ 教育実習について  

 教育実習に関わる科目は２つあり，「日本語教授法演習」では初級，「日本語教育実習」で
は中級について教育実習を行っている。 
いずれも，対面の授業は２日間で１０コマ，１日５コマずつとなる。 
初日の１コマ目の授業で動画を通して初級文献の導入や中級文献の精読の進め，指導案につ
いて講義をする。 
２コマ目から夕方６時まで３～４名のグループで教案をつくり指導案を書いて，２日目の朝
から留学生を相手に教壇実習を実施する。 
９コマ目までは授業，９コマ目と１０コマ目の間に修了試験を実施，１０コマ目はレポート
対応が中心となる。 
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対面の授業終了後に，レポートとして指導案を作成し提出することで単位を修得することと
なる。 

 日本語教育実習は年３回実施している。 
 別科の留学生を対象として日本語教育実習を実施しているが，受講者のうち，留学生に日本

語を教える立場になる学生は限られている。それよりもボランティアとして日本語教育をお
こなう者や，年少者に教えるような日本語教育を実施する教師の養成を行うべきなのではな
いかというジレンマを感じる。 
日本語教授演習は教育学部の時代から１５～２０年行っており，正規の課程の開設前の助走
期間もいれると２０年以上となるが，現状の実施方法でよいかと思いつつ実施している。 
授業アンケートを取っており，受講者の目的（ボランティア等）と異なる内容という声もあ
るが，ニーズが様々なので絞り込むこともできない。 
現在も学内でワーキンググループを設置し，この多様な授業者の目的に合わせた教育実習
が実施できないか検討しているところである。 

 
④ 現在の応募者・在籍者の傾向 

 過去５年の入学者数をみると，２０１５年～２０１６年は通信教育部教育学部入学で１５５
名前後，通信教育部文学部は初年度のインパクトがあり１年次入学者は１５０～２００名と
なっている。この内，海外在住者は５７名となる。 

 また，編入学者も１００名前後いる。通信制の場合，もともと編入学者が多いという傾向が
ある。 

 過去５年の入学時年齢別構成をみると５０，６０代（５０％以上）が圧倒的に多く，第２の
人生を考えてということが見受けられる。 
３０代以下の層がそれ以上の年齢層より少ないのは，おそらく日本語教師という職業が一生
食べていける職業なのかどうかという部分が大きい。 
通学課程においてもその人数は多くない。 
逆に言うと通信制は，現在働いていて，地域に貢献したいとか，次の職業として考える人が
多い印象である。 

 男女比率は女性７６％，男性２３％で女性が圧倒的に多い。 
 

⑤ 日本語教師養成課程・講座修了者の進路について 
 修了者数は７０名から８０名くらいである。 
 ２０１７年と１８年の修了者の主な進路としては，海外の教室に日本語教師として赴任して

いる方，地域でボランティアをやっている方，日本に働きに来ている外国人の子どもを小学
校などで面倒見ているような方等もいる。 
もともと日本語学校に職員として勤めていて，スキルアップのために入ってきた方もおられ
る。 
修了者の主な進路では一般企業が４０名程度いるが，その方々はもともと有職者であること
がほとんどである。 
入学時の背景や修了後の行き先は様々であり幅が広い。 

 ２０１８年でいえば８８名の修了者のうち，１５～２０名が何らかの形で日本語関係の進路
に進んでいるが，卒業した時に日本語教員にならなくても，子育てが一段落して余裕ができ
てから等，期間を空けてから始めたいという人も多いということを十分に認識する必要があ
る。 

 一般の教職課程でもそうだが，通信教育部で修了してから１０年後に教員採用試験に受かる
人もいる。 
通学課程のように卒業したらそこからスタートというよりも，いろいろな意味でスパンが長
い。 
卒業についても４年で卒業する人は少なく，平均で６年程度となっている。 

 
⑥ 担当教員（常勤・非常勤別）について 

 通学生の授業を行いながら通信生も指導する兼任であり，関係教員は全員兼任となっている。 
 

⑦ 日本語教師【養成】における教育内容（３領域５区分１６下位分順の５０の必須の教育内容）へ
の対応状況 

 履修の手引きでは，「３領域５区分１６下位区分順の必須の教育内容」の５区分まで記載し
ている。それ以下は細かくなり学生にはわかりにくいため記載していない。 
本学のカリキュラムはもともとかなり欲張りに組んである。以前文化庁で示された指針の段
階から，余裕をもってカリキュラムを組んでいるため，新たに設置しなければいけないとい
うものはなかった。 

 ３領域５区分１６下位分順の必須の教育内容を〇付けしていったが，あれもこれも〇がつき，
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全てに対応できていることがわかった。 
 もともと教育学部で養成課程を提供していた時代から，７２単位～７６単位相当の科目を提

供してきた。かなり整理しても６０単位以上は現在でもある。 
文化庁のもともとの指針だと文学系（日本語教育系）でなければ主専攻とできなかったため，
教育学部での養成課程を「副専攻」扱いとしていたが，日本語学校等からは，これだけやっ
ていて副専攻なのですかと言われたくらい充実したカリキュラムを用意していた。 
それが現在の文学部に引き継がれている。 
現在は文学部であるため，世界の文学や文化論などの科目も含めて「主専攻」扱いとしてい
く。 

 科目一覧を見ていただければわかるが，他大学と比較してスクーリング科目が多いことが理
解できると思う。 
半分近くがスクーリングになる。ここまでスクーリングで単位を修得する通信教育の日本語
教師課程はないと思う。意欲的に勉強しようとする人には本学もできるだけ応えたいと考え
ている。 

 これから文学部の通信学生が増えると地方スクーリングが増加するかもしれない。 
将来的にはリアルタイム型のＩＣＴ授業ができないか検討を始めているところではあるが，
もう少し先になる。 

 
⑧ 日本語教師拡大と通信制養成課程への期待について 

 日本語教師の拡大を通信制養成課程に期待する声があるようだが， 日本語教師としての質
を担保しつつ，量的拡大を通信制で実現するということは容易なことではない。 

 まず，通信制を受講する方々が通学制をはるかに超えて多様であることに留意する必要があ
る。 
通信制の受講者は若い人と退職者（または退職に近い人）と山が２つに分かれる。後者には
８０歳代の方までおられる。 
若い方々は集中的に受講したいとする方が多いが，年齢の高い方は社会貢献・地域貢献を目
指し，どちらかというとのんびり受講したいとする方が多いなど，ばらつきがある。 
通信制在学者には，非常にレベルの高い人もおられる。 
かつて大学教授だったが退職後の社会貢献として受講している方や，都立高校の副校長で外
国人生徒が増えてきたため受講しているといった方など，打てば響くような方もおられる。 
かたや高校を卒業してからその後全く勉強をしていない，通学部では考えられないような学
力水準の方もおられる。 
どちらかというと老化防止のために受講している方もおられる。  
このように入学者の多様性を前提としなければならない。 
通学制の学部や大学院と決定的に異なる点である。 
ただし，通信制には通学制にはない以下のような効果もある。 
一般的に，通信制の学生は目的意識，コスト意識が高く，学習に対する態度も真剣である。 
また，アクティブラーニングを行うと，通信制の学生は，多様な経験を持っている方がおら
れるため，自身の体験を話してくれることもあり，通学制よりも盛り上がり，中身の濃い授
業ができることもある。 

 質という点で考えれば対面授業が多いに越したことはない。 
元来，日本語教員養成は職人を養成するものなので，テキストを読むだけでは指導するため
に必要な技能や態度を身につけさせることはできない。 
しかし，通信制の学生は，社会人や遠方に居住している方も多く，経済的・時間的な負担を
考え，テキスト学修とスクーリングの学修バランスが必要となる。 
また，教員の負担として，本学の場合，通学部と通信教育部，さらには大学院の授業を兼務
して受け持っているため，目一杯頑張っている状況である。これらを解決するためには非常
勤の先生を増やして担当を分担できれば負荷軽減が出来るかもしれない。 

 通信教育部では受講者が複数年にわたって同一の科目を受講することも少なくないため，毎
年，新しい課題を作成しなければならない。毎年変えるとなると，それに対応して模範回答
も毎年作成しなければならないなどひっきりなしに仕事がある状況である。 

 通信制だからだからといって安直に日本語教員の量的拡大を目指すべきではなく，質の維持
を図りながら漸進的に拡大していくべきものと考えている。 

 
⑨ 日本語教師養成課程の役割に関する特段の留意事項について 

 通信制，通学制を問わず，日本語教員養成は小中高の教員養成とは違って進路が多様という
特徴がある。 

 通学制では，指導する学生の中には日本語教員になっている人もいれば，国語教員になった
り，公務員で外国人住民の施策に関わったり，一般企業に就職した学生もいる。 
企業の中でも外国人社員が増えているので，日本語教育の知識が外国人社員と協働するのに
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役に立つなどいろいろな側面がある。 
そうした実態も含めて，日本語教員というタイトルはついていても，実質的には「多文化共
生の人材」を養成しているという観点で評価していただきたい。 

 何人卒業生がいて何人が日本語教員になっているのかと問われ，卒後直後の実態を伝えると
成果が出ていないのではないかという風潮が従来はあった。 
そのような捉え方をされると，本来日本語教員養成課程が有している社会的使命が果たされ
ないと思う。日本語教員養成課程で学び，主たる職種としては別の形であっても，その中で
日本語教育に関わる場面は少なくない。 
日本語教員の社会的・職業的地位が高くないこともあいまって，１割あるいは５％しか日本
語教員に就いていないと，あそこの学校はだめだという評価にならないよう，せつにお願い
したい。 
日本語教員養成課程は「多様な人材を養成」しているという観点で改めて評価をしていただ
きたい。 

 


